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13 地域の水利用と水生生態系の保全のための 水質管理技術の開発に関する研究  

 

研究期間：平成 28 年度～33 年度   

プログラムリーダー：水環境研究グループ長 森  吉尚   

研究担当グループ：水環境研究研究グループ（水質）、材料資源研究グループ、寒地水圏研究グループ（水

環境保全）、水工研究グループ（水理） 

 

 

1.  研究の必要性   

様々な水質改善対策が実施されてきた現在も、社会活動に重大な影響を及ぼす新たな感染症の発生や、日用品

由来の化学物質の生態影響、汽水湖等の貧酸素化、貯水池におけるアオコ・カビ臭による利水障害等の水に由来

する問題が生じている。そのため、新たな規制の動向にも対応しつつ河川・湖沼等の水質管理を行うとともに、

下水処理による新規規制項目への対策やモニタリング・評価技術の確立が必要である。したがって、本研究開発

プログラムでは、水環境中の化学物質や病原微生物等の影響の評価手法の構築やその軽減のための処理技術を開

発する。また、停滞性水域等における水利用や生態系を保全するためのモニタリング技術、予測手法を構築する。

さらに、上記の開発技術やモニタリング・評価手法を活用しつつ流域全体の利水や水生生態系に対する影響を軽

減し、環境の質を向上するための管理方策の提案を目指す。 

 

2.  目標とする研究開発成果 

本研究開発プログラムでは、水環境の質を向上し、地域の水利用や生活環境、水生生態系を保全していくこと

を目指し、個々の湖沼・ダム管理や下水道管理の技術的支援、国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策

定に反映を目標に、以下の達成目標を設定した。 

(1)  流域の水環境を的確・迅速に把握するための影響評価、モニタリング手法の開発   

(2)  水質リスク軽減のための処理技術の開発 

(3)  停滞性水域の底層環境・流入負荷変動に着目した水質管理技術の開発 

 

3.  研究の成果・取組 

「2. 目標とする研究開発成果」に示した達成目標に関して、平成 29 年度に実施した研究の成果・取組につい

て要約すると以下のとおりである。 

 

  (1)  流域の水環境を的確・迅速に把握するための影響評価、モニタリング手法の開発   

近年、医薬品類などの微量化学物質が、使用後に、下水道を通して河川水中に流出することが明らかとなり、

水生生物への影響が懸念されている。そのため、河川水環境において微量化学物質の効率的な削減対策やリスク

の管理を検討する必要がある。本研究では、医薬品を対象に、河川水中の濃度変化への影響因子として底質への

収着を検討した。まず、多摩川の中流域を対象に河川水と底質試料中の医薬品 6 物質を分析して各媒体中の存在

実態を把握した。azithromycin、clarithromycin、levofloxacin が他の医薬品と比較して、底質に蓄積されやすいこと

が示された。次に、多摩川水系、淀川水系、霞ヶ浦水系の 8 地点の河川底質を用いて、溶媒のイオン強度、EDTA

濃度、pH を変化させた収着試験を行った。その結果、azithromycin と levofloxacin の底質への収着は、主に陽イオ

ン交換反応によるものであることが明らかとなった。今後は、さらに河川中の動態の検討を進め、得られた動態

パラメータを組み込んだ流域モデルによる河川水中濃度予測に取り組む。将来的には、それにより得られる情報

から下水処理場での微量化学物質の削減対策やリスク評価・管理を検討していく予定である。 

また、湖沼・ダム貯水池の水質改善に向け、効率的な藻類のモニタリング手法の構築が急務となっているため、

並列型高速塩基配列決定装置（次世代シーケンサー）を用いた 16S rRNA 遺伝子配列に基づく菌叢モニタリング

に取り組んだ。菌叢モニタリングでは、ダム湖水の菌叢は、各ダムで特徴的な菌叢を示し、水質や環境に大きく
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影響を受けること、地理的要因より水温等の影響を受け変化することが示唆された。また、構成する微生物種の

多様性が水質変化現象に関係していることが示唆された。つまり、異臭味やアオコ等の水質問題が生じているダ

ムでは、多様性が比較的高い菌叢になっていた。藻類生長試験では、一部のダム湖水を用いた場合、マンガン添

加により M. aeruginosa の生長が促進されることが明らかになった。 

さらに、気候変動による気温、降水量の変化がダム貯水池の水質、濁質に与える影響についての将来的な予測

に取り組んだ。本研究では、東北地方にある御所ダムの流域および貯水池を対象とした水質変動予測シミュレー

ションを利用し、予測シミュレーションの高度化や気候変動による影響の適応策の検討を実施した。また、貯水

池への負荷量推定に際し L-Q 式等のデータが不足していることを念頭にした負荷量推定手法の高度化、USLE 式

の高度化について検討を行った。その結果、濁質の沈降や融雪期の取り扱いなど多少の改善の余地はあるものの

ダム貯水池の SS 変化を概ね再現でき、USLE 式を用いることにより、L-Q 式で考慮できない降雨分布や降雨強

度を直接的に流入 SS 負荷として反映できるため、気候変動に伴う流入 SS 変化をより適切に表現できると可能

性があることが示唆された。 

 

(2)  水質リスク軽減のための処理技術の開発 

都市河川で検出される微量化学物質の中には、下水道を経由して到達したものが存在すると考えられる。河川

水中に存在する微量化学物質を効率的に削減するためには、下水処理水中に存在し河川へ排出される微量化学物

質の除去技術開発が必要である。H29 年度は、直鎖アルキルベンゼンスルホン酸（LAS）が残存する下水処理水

を対象として微生物担体を用いた処理実験を行い処理条件（処理時間、水温）について検討した。その結果、LAS

除去率 90％を得るのに必要な処理時間（HRT）は約 2 時間、99％では約 4 時間と試算され、また、反応槽水温

は 11℃と 21℃の場合で LAS 除去速度に大きな違いことが確認された。 

また、様々なリスク要因に対応した包括的な観点に基づく評価手法の構築と放流先水利用や異常時･災害時に対

応した水処理･消毒技術の開発を目的として、下水試料に適した大腸菌の測定法の評価、F 特異性 RNA Phage GI 

～GIV （FRNAPH GI ～GIV）の実態調査および越流水の対策技術として雨天時活性汚泥法によるノロウイル

ス（Norovirus:NoV）の削減効果、活性汚泥中のタンパク質の存在量と NoV の除去効果を把握した。その結果、

大腸菌の検出濃度が 10 CFU（MPN）/mL 以下と低濃度となることで変動係数（CV）が上昇傾向を示し、試料

中の大腸菌濃度の違いにより培地間で定量値に差異が生じることや、変動係数に影響を及ぼすことが明らかと

なった。FRNAPH GI は活性汚泥処理による残存割合の観点から、FRNAPHGII では活性汚泥処理による NoV

の除去率と相関があり、NoV の代替指標としての利用可能性が示唆された。雨天時活性汚泥法による NoV 負荷

の削減効果は、反応タンク内の MLSS 濃度に依存している傾向が見られた。活性汚泥処理による NoV の除去効

果に活性汚泥中のペプチド量が深く関与している可能性が示唆された。 

 

(3)  停滞性水域の底層環境・流入負荷変動に着目した水質管理技術の開発 

汽水性指標生物であるヤマトシジミ資源量保全のため、国内漁場の北限である天塩川水系(天塩川、サロベツ川、

パンケ沼)を対象に調査、検討を行った。天塩川水系では塩淡二層構造で塩水遡上しており、塩淡境界標高を本川

淡水流量で推定する手法を提案した。この手法による解析の結果、天塩川水系では雨量増加による河川流量の増

加によって塩水環境が劣化し、シジミ漁獲量が減少していることが示唆された。流量増加に対する塩水環境の保

全適応策として、棚状地形の効果について数値モデルで検討を行った。その結果、淡水の単位幅流量が減少する

ほど、塩水遡上が助長され、棚状地形の造成が有効であることが示唆された。 

次に塩淡境界をもつ汽水湖の網走湖において、塩水層の貧酸素改善を目的に気液溶解装置(WEP)による酸素供

給時の水質変化について実水域で実験的な検討を行った｡その結果、現地の水に溶存酸素を約 40mg/L まで溶解可

能であった｡現地の貧酸素水塊には毒性物質である硫化水素が130mg/Lの高濃度で蓄積しており、酸素供給によっ

て水中の硫化水素を固体硫黄へ酸化させる反応が優先して、硫化水素を無害化可能であることが明らかとなった｡

また、現地に気液溶解装置(WEP)の試験プラントを建設し、運用を開始した結果、実水域においても任意水深に

酸素供給が可能であり、硫化水素の無害化が可能であることが確認された。 
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THE DEVELOPMENT OF WATER QUALITY MANAGEMENT AND CONTROL 

TECHNIQUES FOR REGIONAL WATER USE AND AQUATIC ECOSYSTEM 

CONSERVATION 

 

Research Period ：FY2016-2021 

Program Leader ：Director of Water Environment Research Group 

Yoshinao MORI  

Research Group ：Water Environment Research Group (Water Quality Team) 

Material and Resource Research Group 

Cold-Region Hydraulic and Aquatic Environment Engineering Research Group 

(Water Environment Engineering Team) 

Hydraulic Engineering Research Group (River and Dam Hydraulic Engineering 

Research Team) 

 

Abstract ：Although various improvement measures for water quality have been implemented, serious 

issues are still found in water environments, such as infectious diseases that influence social activities, 

ecological effect of chemical substances derived from products for daily use, and occurrence of algal bloom 

and musty odor in reservoirs. Therefore, new strategies for evaluation, monitoring and management are 

required to respond to these issues. In addition, it is important to apply these techniques to the basins in an 

integrated manner to improve environmental quality. In this R&D program, in order to respond to these 

challenges, we will promote researches towards achieving the following 3 goals: 

  (1) Development of assessment and monitoring methods to understand the water environments of basins 

with accuracy and speed. 

  (2) Development of adequate water treatment technology for the mitigation of water quality risks. 

  (3) Development of water quality management focused on the bottom layer environment and the inflow 

change in stagnant water areas. 

We aim to reflect these developments to the planning of the administrative measures and technical 

standards by the national government towards the improvement of water environmental quality, 

conservation of regional water use in basins, living environment and the aquatic ecosystem. 

 

Keywords: Water environment, water quality management, water quality control techniques, aquatic 

ecosystem conservation, mitigation of water quality risk  
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13.1  流域の水環境を的確・迅速に把握するための影響評価、モニタリング手法の開発 

13.1.1  公共用水域における健康・生態リスクが懸念される化学物質の制御手法に関する研

究 （影響が懸念される物質のモニタリングと定量的リスク評価手法の構築） 
担当チーム：水環境研究グループ（水質） 

研究担当者：小川文章、對馬育夫、鈴木裕識、 

小森行也、花本征也 

 

【要旨】 

医薬品等の化学物質のリスクを評価・管理するためには、河川水中の挙動を明らかにする必要がある。本チー

ムではこれまでに、河川における医薬品の濃度変化に対して、底質への収着が重要な役割を担っていることを見

出したが、底質中における存在実態や底質への収着機構は明らかとなっていない。そこで本年度では、多摩川中

流域における現地調査と、多摩川水系、淀川水系、霞ヶ浦水系の 8地点の河川底質を用いた収着試験を実施した。
その結果、azithromycin、clarithromycin、levofloxacinが河川底質に蓄積されやすいことを明らかにした。また、試
験溶媒のイオン強度、EDTA濃度、pHを変化させた収着試験を行うことで、azithromycinと levofloxacinの底質へ
の収着は、主に陽イオン交換反応によるものであることを明らかにした。 
キーワード：医薬品、河川、底質、収着、陽イオン交換反応 

 

 

1．はじめに 

近年、生活で使用され、下水道を通して河川水中に

流出する医薬品類などの微量化学物質による河川水環

境への影響が懸念されている。我が国の河川において、

環境リスク初期評価により、一部の化学物質のリスク

が示唆されている 1、2)。そのため、河川水環境において

微量化学物質の効率的な削減対策やリスクの管理を検

討する必要がある。このような背景のもと、本研究課

題では、水生生物およびヒト健康への影響が懸念され

る化学物質のモニタリングと定量的リスク評価手法の

構築を目的としている。 
昨年度は、都市河川である多摩川流域において、医

薬品既往の野外調査結果に基づいて算出した減衰速度

係数と調査地点での負荷量から、調査区間に流入する

負荷量および調査区間の最下流地点での負荷量に対す

る下水処理場への寄与率を推計し、下流地点の医薬品

濃度に対して寄与率の高い下水処理場を把握した。こ

の結果は、下水処理場の下流地点における濃度予測に

繋がると考えられる。一方で、河川水中の濃度をより

正確に予測するには、水中の濃度変化に影響を及ぼす

因子の詳細な検討が重要となる。 

本チームではこれまでにも、都市河川水中の医薬品

の動態を明らかにすることを目的とし、東京都の多摩

川において医薬品の現地調査を行ってきた 1)。また、

室内実験により医薬品の分解・吸着性を明らかにし、

河川における医薬品の減衰に対して、底質への収着が

重要な役割を担っていることを見出した 2)。しかし、

都市河川における底質中の医薬品の蓄積実態は不明な

点が多い。そこで、本年度は、現地調査により、多摩

川を対象に河川水、底質中における医薬品の存在実態

を把握した。また、底質への収着をモデル化するため

に、医薬品の底質への収着機構を明らかにする必要が

ある。そこで、より広範囲の河川で採取した底質を用

いて医薬品の収着試験を行い、医薬品の底質への収着

機構の解明を試みた。 
 

2．方法 

2.1 現地調査 

多摩川の日野橋と関戸橋において河川水と底質を

採取し、医薬品 6物質（azithromycin：マクロライド系
抗菌剤、clarithromycin：マクロライド系抗菌剤、
crotamiton：鎮痒剤、 ketoprofen：解熱鎮痛剤、

levofloxacin：キノロン系抗菌剤、sulfamethoxazole：サ
ルファ剤）の分析を行った。河川水中の医薬品は、ろ

過、固相抽出を行った後、高速液体クロマトグラフタ

ンデム質量分析計（LC-MS/MS）により測定、サロゲー
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ト法により定量した。底質中の医薬品は、メタノール：

超純水＝1：1 にアンモニアを 0.3%含めたものを溶媒
とし、室温で 2日間振とうして抽出した。抽出液をろ
過し、ろ液をメタノールの含有割合が 5%以下となる
ように超純水で希釈したものを、河川水と同様の方法

で分析した。 
 
2.2 収着試験 

淀川水系の桂川（羽束師橋、宮前橋）、西高瀬川、古

川、多摩川水系の多摩川（日野橋、関戸橋）と浅川、

霞ヶ浦水系の桜川の計 8地点から採取した底質を用い、
経済協力開発機構（OECD）の試験ガイドライン（No. 
106）3)に準拠して、以下の手順で医薬品の収着試験を

行った。底質を風乾した後、2mmのふるいにかけ、ガ
ラス製遠沈管に入れた。超純水に塩化ナトリウムが

100mM、アジ化ナトリウムが 0.02%、医薬品が各 1μ
g/L となるように添加した。アジ化ナトリウムは試験

中における医薬品の生分解を抑えるために用いた。こ

の溶液を遠沈管に注ぎ、20℃の暗所においてローテー
タで 3日間撹拌した後、溶液中と底質中の医薬品の濃
度を 2.1 に示した方法で分析した。底質中濃度を溶液
中濃度で除したものを収着平衡定数とした。 
医薬品等の化学物質の底質への収着機構には、大き

く分けて、疎水性相互作用、イオン交換反応、金属錯

体形成反応が考えられる。本研究では、医薬品の中で

も、底質への収着性が特に高いと考えられ、生態リス

クが懸念されている 4) マクロライド系抗菌剤の

azithromycinと levofloxacinを対象とし、収着試験の溶
媒（塩化ナトリウム水溶液）の pH（6.5、11.6）、イオ
ン強度（NaCl：100mM、10mM）、エチレンジアミン四

酢酸（EDTA）濃度（0mM、10mM）を変化させること
で収着機構の解明を試みた。 
 
3．結果と考察 

3.1 多摩川の河川水と底質における医薬品の分配 

多摩川の河川水と底質における医薬品の濃度と濃

度比（底質中濃度を河川水中濃度で除したもの）を表

1 に、河川水中濃度と底質中濃度をプロットしたグラ

フを図 1に示す。Ketoprofen以外の 5物質は、両地点
において河川水、底質から検出され、濃度比が定量さ

れた。Crotamitonとsulfamethoxazoleは濃度比が10（L/kg）
未満と低く算出され、底質に収着しにくいことが示唆

された。一方で、 azithromycin、 clarithromycin、
levofloxacin は濃度比が 158～1625（L/kg）と高く、底
質に蓄積されていた。 
対象とした医薬品 6物質のうち、これまでの現地調

査において多摩川で 0.10（h-1）以上の速い速度で減衰

した医薬品は、ketoprofen、azithromycin、clarithromycin、
levofloxacinの 4物質であった 1)。また、過去の室内実

験の結果から、主な減衰要因は、ketoprofenでは太陽光
による光分解、azithromycin と clarithromycin では底質
への収着、levofloxacinは光分解と収着の両方であるこ
とが示唆されている 2)。以上より、本年度の調査によ

り、底質への収着の影響が示唆されていた 3物質が、
実際に多摩川の底質に蓄積していることが明らかとな

り、これまでの研究で得られていた仮説が支持された。

また、多摩川ではほとんど減衰しなかった crotamiton
と sulfamethoxazole は濃度比（底質/河川水）も低く、
この点においてもこれまでの成果と調和した。 
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図1 6種の医薬品における河川水と底質の濃度比較

表1　多摩川における医薬品の河川水・底質中濃度と濃度比

日野橋 関戸橋 日野橋 関戸橋 日野橋 関戸橋

Azithromycin 102.1 54.9 89.7 89.2 879 1625

Clarithromycin 245.2 172.2 38.8 29.5 158 171

Crotamiton 390.4 390.0 2.8 2.3 7 6

Ketoprofen N.D. 2
2.1 N.D. N.D. N.A. 2 N.A.

Levofloxacin 159.5 154.4 146.4 160.4 918 1039

Sulfamethoxazole 100.6 109.3 0.1 0.1 0.9 0.5

河川水中濃度
(ng/L)

底質中濃度
(ng/g-dry)

濃度比

(L/kg-dry)
1

1：底質中濃度を河川水中濃度で除したもの
2：N.D.（検出下限値以下）、N.A.（データなし）
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3.2 医薬品の底質への収着機構 
イオン強度、EDTA濃度、pHを変化させた溶媒にお

ける azithromycinと levofloxacinの底質への収着平衡定
数を図 2に示す。Azithromycinは分子内に 2 つのアミ
ノ基を有しており、pKaはそれぞれ 8.7 と 9.5 であり、
levofloxacin はアミノ基の pKaが 8.0、カルボキシル基
の pKaが 5.5である。従って、pH=6.5の中性溶液中で
は、両物質ともに分子内のアミノ基が正電荷を帯びて

おり、共存陽イオン濃度の増加により、陽イオン交換

が抑制される。本実験では、ナトリウムイオン濃度の

増加により医薬品の収着平衡定数が 5～7 倍程度低下
していた（図 2：溶媒 A と B の比較）。また、低下の

程度を他物質の文献値と比較したところ、陽イオン交

換が主な収着機構である有機化学物質に対する報告値

と類似であった（図 3）。従って、azithromycin と

levofloxacinに対しても、陽イオン交換が主要な収着機
構であることが示された。また、EDTA は底質の負電

荷サイトに吸着している交換性の金属イオンや底質の

鉱物中に含有される金属元素と錯体を形成するため、

医薬品の金属錯体形成反応による底質への収着を抑制

する。本実験では、EDTA の添加による医薬品の収着

平衡定数の変化はほとんどなかったことから（図 2：

溶媒 Bと Cの比較）、金属錯体形成反応の影響は小さ
いと考えられた。また、pH=11.6 の塩基性溶液中にお
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図2 各種溶媒におけるazithromycinとlevofloxacinの底質への収着平衡定数

（棒グラフとエラーバーは8ヵ所の河川底質における平均値と標準偏差を示す）

収着試験に用いた溶媒
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図3 Azithromycinとlevofloxacinの収着平衡定数のイオン強度依存性と報告値との比較

（文献1, 2は本文の参考文献5, 6に対応する。文献1, 2の対象物質は全てアミンであり、陽イオン交換が

主な収着機構だと考えられる有機化学物質である。棒グラフとエラーバーは平均値と標準偏差を示す。）

文献1

吸着剤：雲母鉱物（イライト）
対象物質：下記9物質

Benzylamine,
Benzyltrimethylammonium, 
Bupivacaine, Lidocaine,
N-Benzyl-N-methylamine,
N-Benzyldimethylamine,
Prilocaine, Procaine, Serotonin

文献2
吸着剤：泥炭

対象物質：下記6物質

Atenolol, Benzylamine, 
Benzyldimethylamine, 
Benzylmethylamine, 
Benzyltriethylammonium, 
Bupivacaine
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いては、azithromycinと levofloxacinのアミノ基は帯電
していないため、陽イオン交換反応は生じない。本実

験では、塩基性溶液中において、医薬品の収着平衡定

数が大幅に低下していたことから（図 2：溶媒 Bと D
の比較）、陽イオン交換反応の重要性が示され、前述の

結果と調和した。塩基性溶液中（溶媒 D）においては、
azithromycin は分子態、levofloxacin は陰イオンとして
存在しており、疎水性相互作用や陰イオン交換の影響

は小さいことが示された。 
 
4．まとめ 
現地調査により、多摩川の河川水と底質における医

薬品 6 物質の存在実態を明らかにし、azithromycin、
clarithromycin、levofloxacinが底質に蓄積されているこ
とを見出した。これにより、これまでの研究において

底質への収着の影響が示唆されていたこれら 3物質が、
底質に蓄積されやすいことが明らかになった。また、

溶媒のイオン強度、EDTA濃度、pHを変化させた収着
試験により、対象医薬品の中でも収着性が特に高い

azithromycinと levofloxacinに対して、河川底質への収
着機構を検討した。その結果、これら 2物質の底質へ
の収着は、主に陽イオン交換反応によるものであるこ

と、疎水性相互作用や金属錯体形成反応はほとんど影

響していないことが明らかになった。今後は、さらに

河川中の動態の検討を進め、得られた動態パラメータ

を組み込んだ流域モデルによる河川水中濃度予測に取

り組む。将来的には、それにより得られる情報から下

水処理場での微量化学物質の削減対策やリスク評価・

管理方策を検討していく予定である。 
 
参考文献   
1）岡本誠一郎、小森行也、北村友一、真野浩行、水環

境中における未規制化学物質の挙動と生態影響の

解 明 、 平 成 27 年 度 研 究 成 果 報 告 書 、

https://www.pwri.go.jp/jpn/results/report/report-

project/2015/pdf/ju-10.pdf（2018 年 6 月確認） 

2）花本征也、真野浩行、南山瑞彦、多摩川と桂川における抗

生物質の減衰の差異とその要因、第 51回日本水環境学会

年会、熊本、2017年 3月 
3) Adsorption–desorption using a batch equilibrium method, OECD 

test guidelines for chemicals No. 106, 1995 

4) Mano, H. and Okamoto, S., Preliminary ecological risk 

assessment of 10 PPCPs and their contributions to the toxicity 

of concentrated surface water on an algal species in the middle 

basin of Tama River. J. Water Environ. Technol., 14(6), 423-436, 

2016 

5) Droge, S.T.J and Goss, K.-U., Sorption of Organic 

Cations to Phyllosilicate Clay Minerals: CEC-

Normalization, Salt Dependency, and the Role of 

Electrostatic and Hydrophobic Effects. Environ. Sci. 

Technol., 47, 14224-14232, 2013 

6) Droge, S.T.J and Goss, K.-U., Effect of Sodium and 

Calcium Cations on the Ion-Exchange Affinity of 

Organic Cations for Soil Organic Matter. Environ. Sci. 

Technol., 46, 5894-5901, 2012 



地域の水利用と水生生態系の保全のための管理技術の開発 

 1 

13.1.2 公共用水域における消毒耐性病原微生物の管理技術に関する研究（消毒耐性を有する病原

微生物に対応した代替指標の提案） 

 

担当チ－ム：材料資源研究グル－プ（資源循環担当） 

研究担当者：重村浩之、諏訪守、李善太 

 

【要旨】 

 社会活動に重大な影響を及ぼす新たな感染症の発生に伴い、法改正による監視強化や水循環基本計画に基づく新たな

衛生微生物指標等に着目した環境基準等の目標に関わる調査研究、合流式下水道について必要に応じた対策の実施、さ

らには感染症拡大を防止するなど地域に貢献できる下水道システムの構築が望まれている。 

本研究は、平成28～33年度にかけ、①消毒耐性を有する病原微生物に対応した代替指標の提案、②公共用水域へ及

ぼす越流水の影響評価と対策技術の提案、③高度処理法などによる病原微生物の不活化･除去の向上評価、④リスク要

因に応じた管理技術の提案、の各項目を達成目標に掲げ実施するものである。29 年度は、上記①の達成目標に関わる

調査･研究として、ふん便汚染の基本的な指標である大腸菌について、下水試料に適した測定法の提案を行うため、複

数の特定酵素基質培地を利用した検出定量等に関し比較評価を行った。また、消毒耐性病原微生物に対応した代替指標

の提案に関しては、比較的測定が容易かつ下水中に存在、消毒耐性を有すると考えられるF特異性RNA Phage GI ～

GIV (FRNAPH GI ～GIV)を対象に、活性汚泥処理水の連続モニタリングを実施することで、代替指標としての利用

可能性について検証した。 

その結果、大腸菌の検出濃度が 10 CFU(MPN)/mL 以下と低濃度となることで変動係数(CV)が上昇傾向を示し、試

料中の大腸菌濃度の違いにより培地間で定量値に差異が生じることや、変動係数に影響を及ぼすことが明らかとなった。

放流水などの低濃度試料に対する改善策としては、検水量を増加させることで変動係数を低下させられ安定した定量値

が得られるものと考えられた。典型的なコロニーの大腸菌の陽性率は 90~100%であり、培地が異なることで擬陽性の

割合に若干の違いが生じた。FRNAPH GIは活性汚泥処理による残存割合の観点から、FRNAPHGIIでは活性汚泥処

理によるノロウイルス(Norovirus:NoV)の除去率と相関があり、NoVの代替指標としての利用可能性が示唆された。 

キ－ワ－ド：大腸菌、F特異性RNA Phage、ノロウイルス、病原微生物 

 

１. はじめに 

グローバル化にともなう多様な感染症を含め水系感染

症拡大防止に貢献できる下水道システムの構築は、社会

的優先度の極めて高い課題として、評価、対策技術を早

急に確立する必要がある。従来、大腸菌、一部のウイル

スを指標として衛生学的評価を行ってきたが、多種多様

な病原微生物の出現により、検出･対策技術の評価が困難

となることが予想される。分子生物学的手法の発展によ

り、社会活動に重大な影響を及ぼす病原微生物の知見が

集積されつつあり、新興感染症の病原微生物として一部

のウイルスや、再興感染症として多剤耐性菌などが大き

な社会問題１）２）となっているが、対策手法構築のために

必要な除去･消毒感受性の体系化された研究･調査は進ん

でいない。公共用水域の水質管理のためには、その水質

に大きな影響を及ぼす下水処理場にて、多様化する重大

な感染症要因である消毒耐性病原微生物への効率的な対

応を図る必要があり、包括的な観点に基づく評価手法を

構築した上で、対策手法を提案することが必要である。 

本研究では、上記を踏まえ、様々なリスク要因に対応

した包括的な観点に基づく評価手法の構築と､放流先水

利用や異常時･災害時に対応した水処理･消毒技術の開発

を目的とするものである。 

29年度は、達成目標である消毒耐性を有する病原微生

物に対応した代替指標の提案に関わる調査･研究として、

下水試料に適した大腸菌の測定法の評価をはじめ、

FRNAPH GI ～GIV を対象に、活性汚泥処理水の連続

モニタリングを実施することで、代替指標としての利用

可能性について検証した。 

  

２．研究目的および方法 

2.1 消毒耐性を有する病原微生物に対応した代替指標の

提案 

2.1.1衛生学的な基本指標である大腸菌の測定法の評価 

特定酵素基質培地を利用することで大腸菌の検出定量



地域の水利用と水生生態系の保全のための管理技術の開発 

 2 

が容易となった。ふん便汚染指標として大腸菌指標が優

れていることもあり、環境基準項目の 1 つである大腸菌

群が大腸菌への変更について検討中であることから、下

水処理場における放流水質の技術上の基準項目である大

腸菌群に関しても検討が必要である。大腸菌数の見直し

にあたっては、定量評価を行うための測定法を考慮しな

ければならないが、複数の特定酵素基質培地が市販され

培地組成が製造元により若干異なることなど、下水試料

への適用にあたっては比較検討を行う必要があると考え

られる。 

本項では、下水試料に適した大腸菌の測定法を考慮す

るために必要となるデータの取得を目的に、複数の特定

酵素基質培地を利用した定量評価などに関し比較を行っ

た。 

1) 特定酵素基質培地と評価対象試料 

評価対象とした特定酵素基質培地は、国内、海外メー

カーから市販されている培地A~Gの7種類とした。A~F

培地には寒天が含まれていることから混釈法とフィルタ

ー法にて、培地Gでは測定試料と試薬混合による発色状

況の陽性数を基にしたMPN表から求める最確数法で

各々定量を行った。培養温度･時間については各培地の取

り扱い説明書に従った。 

評価対象試料は活性汚泥法の二次処理水、二次処理水

を次亜塩素酸ナトリウムで塩素消毒し、チオ硫酸ナトリ

ウムで中和を行った試料の、計2試料とした。各培地に

よる大腸菌の定量は、同一試料について同時測定、同一

人物による操作とした。                    

2) 検出コロニーの同定 

各培地に形成される典型的なコロニーは、基本的に大

腸菌と推定されるが、疑陽性を示すことも考えられる。

また、培地の違いによりコロニーなどの発色状況が異な

るが、選定の判断に迷うこともある。このため、各培地

によって形成された典型的なコロニーを対象に、菌種の

簡易同定を行った。試料には二次処理水を用い同定にお

ける釣菌操作では、各培地による混釈法によって得られ

た典型コロニーを白金耳にて釣菌し、簡易同定は IDテス

トEB-20（日水製薬社製）を利用した。 

                      

2.1.2代替指標としてのF特異性RNA Phageの評価 

多様な病原微生物が検出される中で、各々の微生物に

特化した検出対応は費用や労力の面から困難であるため、

消毒耐性、存在実態、定量性（PCR法、培養法）観点か

ら、代表的な指標を選定し評価することができれば、病

原微生物の効率的な管理に資することができると考えら

れる。上記の観点を踏まえた代替指標の 1 つとしては、

大腸菌ファージの存在が挙げられる。腸管系ウイルスの

代替指標としての有用性について下水中での存在実態、

消毒耐性の評価例３）､細菌､腸管系ウイルスとの塩素消毒

に対する耐性比較などに関する報告４）５）６）７）があり､ま

た､ウイルス不活化手法の評価８）や下水再利用プロセス

におけるモデルウイルスとしての利用例９）がある。

FRNAPH はGIからGIVの遺伝子群に分けられ､それぞ

れの遺伝子群は環境水中や凝集や膜処理などの水処理に

おいて耐性が異なるとの報告がなされている１０) １１) １２)。 

本項では、大きさ（直径約20~40 nm）や構造（正二十

面体）がNoVなどのヒト病原ウイルスと類似している

FRNAPH GI ～GIVを対象として、活性汚泥処理による

除去率を調査し、NoVとの関連性を評価することでNoV

の代替指標としての利用可能性を検討した。 

調査は、I下水処理場内に設置されている標準活性汚泥

処理装置の流入水および処理水を平成29年5月から翌年

の4月の間に17回採水した。流入水と処理水中の

FRNAPHとNoVを定量し、活性汚泥処理による除去率を

算出した。FRNAPH遺伝子群（GI~GIV）とNoV GI, GII

は、リアルタイムRT-qPCR法（PCR）により定量した。

定量ではポリエチレングリコール沈殿法によりサンプル

を濃縮した。濃縮液からの核酸抽出は、QIAamp Viral 

RNA Mini QIAcube Kit（QIAGEN）およびQIAcube

（QIAGEN）にて抽出した。なお、ウイルス濃縮液をRNA

抽出カラムに通水し遺伝子を捕捉させる際、検出感度に

バラツキが生じないよう抽出カラム1本あたりのSS負荷

量が0.05 mg-SS以下となるようにウイルス濃縮液の通水

量を調整した１３)。抽出したRNAは、High-Capacity 

cDNA Reverse Transcription Kit（Thermo Fisher 

Scientific）を用いてRT反応を行い、cDNAを得た。この

合成したcDNAをTaqManⓇプローブを用いたPCRによ

り定量した。TaqManⓇGene Expression Master Mix

（Thermo Fisher Scientific）を用いて、QuantStudio™ 

12K Flex Real-Time PCR System（Thermo Fisher 

Scientific）により検出した。FRNAPH遺伝子群とNoV

のプライマー、TaqManプローブの配列およびアニーリ

ング温度はWolfら１４)のとKageyamaら１５)報告をそれぞ

れ参考にした。PCRにおける検出下限値は約1000 

copies/L（約3 log[copies/L]）程度となる。さらに、RNA

抽出効率およびRT-qPCR阻害の影響を把握する目的で

RNA抽出に用いる濃縮後のサンプルにマウスノロウイ

ルス（MNV）高濃度液を添加して回収率を評価した7)。

なお、da Silva ら１６)は、回収率が10%を下回った場合は

検出阻害が生じたと判断し、1%を下回った場合は深刻な

検出阻害が生じたと判断すると報告している。本調査で
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は全てのサンプルの回収率が10%を上回っており大きな

検出阻害は見られなかったため、ここではPCRによる定

量値において回収率による補正は行っていない。 

 

３．研究結果および考察 

3.1 消毒耐性を有する病原微生物に対応した代替指標の

提案 

3.1.1 衛生学的な基本指標である大腸菌の測定法の評価                        

1) 特定酵素基質培地 

特定酵素基質培地による定量結果を図-1 に示す。活性

汚泥法の二次処理水を対象に、採水日を変えて18回の採

水、定量（n = 3/試料）を行った。この時の定量範囲は約

20~270 CFU/mLであった。A培地の混釈法による定量

値を基準として、各培地、手法での 18 回の定量値から

各々の検出濃度比を求めその平均値を整理したものであ

る。培地A~Cでは、混釈法に比較してフィルター法での

検出濃度比が若干低いが、培地D~Fでは若干高い傾向が

見られた。検出濃度比はA培地の混釈法の定量値を基準

にすると、培地間、手法間による違いは0.95~1.1倍程度

であり、大きな差異は無いものと考えられた。この時の

変動係数（CV）の推移について図-2~4に示す。混釈法の

1部の培地で若干高い値が見られたが、各培地の混釈法、 
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図-1 各培地･手法による大腸菌の検出濃度比
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図-2 各培地による検出濃度と変動係数の関係

（混釈法）
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図-4 検出濃度と変動係数の関係

二次処理水（定量範囲約40～270CFU/mL）

（ＭＰＮ法）

フィルター法、MPN 法ともに概ね 30%以内で変動係数

が推移しており、検出濃度比とともに培地間、手法の違

いによる大きな差異は認められなかった。 

一方、放流水を想定し二次処理水を塩素消毒した試料

を対象とした大腸菌の定量結果を図-5 に示す。採水日を

変え16~17回の採水、定量（n = 3/試料）を行った。こ

の時の定量範囲は約1~30 CFU/mLであった。A培地の

混釈法による定量値を基準として、各培地、手法での定

量値から検出濃度比を求めその平均値を整理した。A 培

地の混釈法の定量値を基準にすると0.87~1.5倍の範囲内

となり、検出濃度が低くなることで培地間の検出濃度比

に大きな違いが生じた。特に、G 培地の検出濃度比が大

きく上昇、また、E、F培地において混釈法とフィルター

法で手法が異なることで検出濃度比に違いが見られた。

この時のCVの推移について図-6~8に示す。混釈法、フ

ィルター法、MPN法ともに大腸菌の検出濃度が10 CFU

（MPN）/mL以下と低濃度となることでCVが上昇傾向

を示しており、試料中の大腸菌濃度の違いにより培地間

で定量値に差異が生じることや、変動係数に影響を及ぼ

すことが明らかとなった。水質基準項目に関わる測定精

度において、変動係数は 10~20%とされているが、一般

細菌、従属栄養、大腸菌などに関しては特に変動係数の
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図ｰ5 各培地･手法による大腸菌の検出濃度比
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図-6 各培地による検出濃度と変動係数の関係
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図-7 各培地による検出濃度と変動係数の関係
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消毒後水（定量範囲約1～30CFU/mL）

（フィルター法）
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図-8  検出濃度と変動係数の関係

G培地

消毒後水（定量範囲約4～50CFU/mL）

（ＭＰＮ法）

目安は示されていないものの、特に 10 CFU/mL以下の

試料では、CVが大幅に上昇することが明らかとなったた

め、安定した定量値を得るための改善策を考慮する必要

があるものと考えられた。 

このため、低濃度試料に対する具体の改善策として、

検水量を増加させ定量値の評価を行った。各培地･手法に

よる評価結果を図-9~11 に示す。検水量を 1 mL から 2 

mLあるいは3 mL、MPN法では1 mLから10 mLに増

加させることで、全体的に CV は低下傾向を示すことが

明らかとなった。この結果を基に、低濃度試料を対象に

検水量を増加させた各培地･手法による比較結果を図-12

に示す。各培地間･手法の検出濃度比は 0.81~1.1 倍程度

に改善され、安定した定量値が得られると考えられた。 
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図-12 各培地･手法による検出濃度比
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（CVが30％程度までのデータにおいて整理）

消毒後水

（4～7回の定量範囲2.3～17 CFU/mL、n＝3/試料）

 

2) 検出コロニーの同定 

各培地による検出コロニーの同定結果を表-1 に示す。

各培地から得られた20のコロニーを対象とし、釣菌にあ

たっては他の大腸菌等のコロニーと重なりが無い独立し

たコロニーを選定した。なお、培地Gに関しては液体培

地であるためコロニーを釣菌できないことから評価対象

外とした。培地 A~F における典型コロニーの大腸菌

（E.coli）の陽性率は 90~100%であり、培地Fでは典型

コロニーの10％が疑陽性を示した。各培地で疑陽性を示

したコロニーの大部分は腸内細菌科に分類されている種

であり、大腸菌を含めた腸内細菌の陽性率としては

95~100%であった。特定酵素基質培地を利用しても、腸

内細菌の一部が擬陽性を示すとされているが１７）、培地が

異なることで擬陽性の割合に若干の違いが生じる可能性

が示唆された。 

培地 同定数 同 定 結 果
 E.coli  陽

性率 (%)

腸内細菌陽
性率 (%)

A 20 E.coli   (19)、E.coli ･K.ascorbata  混合(1) 100 100

B 20
E.coli  (18)､E.coli ･E.hermannii ･E.fergusonii

混合(1)、K.cryocrescens (1)
95 100

C 20
E.coli  (17)､E.coli ･C.amalonaticus  混合(1)､E.coli ･

C.amalonaticus ･Y.frederiksenii  混合(1)、不明(1)
95 95

D 20   E.coli   (20) 100 100

E 20

E.coli  (16)､E.coli ･S.flexneri  混合(1)、E.coli ･

S.dysenteriae  混合(1)、E.coli ･C.amalonaticus ･

Y.frederiksenii 混合(1)、E.hermannii (1)

95 100

F 20
E.coli   (17)､E.coli ･C.amalonaticus ･Y.frederiksenii

混合(1)、C.freundii (1)、不明(1)
90 95

  表-1　各培地における検出コロニーの同定結果 

 　　（　）内は同定株数、  E.coliとの混合同定分については、E.coliとして評価  

 

3.1.2代替指標としてのF特異性RNA Phageの評価 

活性汚泥処理による FRNAPH 遺伝子群（GI~GIV）

とNoV GI, GIIの除去率推移の調査結果を図-13に示す。

FRNAPH遺伝子群の中ではGIIIの除去率が最も高い傾

向を示し、GIV、GII、GIの順であり、GI が活性汚泥処

理による残存割合が最も高かった。NoV GI とGII に関

しては同程度の除去率で推移していた。全体の除去率か

ら検出下限以下の値を除外して平均値を求めたところ、

FRNAPH遺伝子群の平均除去率は、GIは1.4 log、GII

は1.6 log、GIIIは2.5 log、GIVは2.1 logであり、NoV 

GI と GII はそれぞれ 1.4 log と 1.6 log であった。

FRNAPH GIは活性汚泥処理による残存割合が最も高か

ったため、除去率の評価の観点からFRNAPH GIを代替

指標とすることで、より安全側の評価が行える可能性が

示唆された。 

 

図-13 活性汚泥処理によるFRNAPHとNoVの除去率の推移 

さらに、FRNAPH遺伝子群（GI~GIV）とNoV GI, GII

の除去率推移について整理した結果、FRNAPH GII, 

GIIIとNoV GIIの除去率の間に相関が見られた（図-14、

15）。FRNAPH遺伝子群のGIとGIVは主に動物の糞便

由来であり、GII

とGIIIは人の糞便

由来であることが

報告されている１８)。

そ の た め 、

FRNAPH の GII, 

GIII は、人糞便由

来であるNoVと下

水処理における除

去機構が類似してい  図-14 NoV GIIとFRNAPH GIIの除去率  

ると考えられる。 

特に、FRNAPH 

GIIはNoVと平均

除去率において上

述のとおり有意な

差がないことから、

下水処理において

NoV の代替指標と

しての利用可能性

が示唆された。 

以上の結果から、 図-15 NoV GIIとFRNAPH GIIIの除去率 
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下水処理における代替指標として、安全側の評価の観点

からFRNAPH GIが、NoVとの関連性からはFRNAPH 

GII が利用できる可能性が示された。今後は、これらの

FRNAPH の消毒処理での不活化効果を含めて代替指標

としての利用可能性を評価する。 

 

４．まとめ 

本研究は、様々なリスク要因に対応した包括的な観点

に基づく評価手法の構築と、放流先水利用や異常時･災害

時に対応した水処理･消毒技術の開発を目的とするもの

である。29年度は、達成目標である消毒耐性を有する病

原微生物に対応した代替指標の提案に関わる調査･研究

として、下水試料に適した大腸菌の測定法の評価をはじ

め、FRNAPH GI～GIV を対象に、活性汚泥処理水の連

続モニタリングを実施することで、代替指標としての利

用可能性について検証した。以下に得られた結果を示す。 

「消毒耐性を有する病原微生物に対応した代替指標の提

案」 

1)  試料中の大腸菌濃度の違いにより培地間で定量値に

差異が生じることや、変動係数に影響を及ぼすことが

明らかとなった。 

2) 低濃度試料に対しては、検水量を増加させることで変

動係数を低下させられ安定した定量値が得られるもの

と考えられた。 

3) 典型的なコロニーの大腸菌の陽性率は 90~100%であ

り、培地が異なることで擬陽性の割合に若干の違いが生

じた。 

4) FRNAPH GIは活性汚泥処理による残存割合が最も高

かったため、除去率の評価の観点からFRNAPH GIを

代替指標とすることで、より安全側の評価が行える可能

性が示唆された。 

5) FRNAPH GIIはNoVの活性汚泥処理における除去率

と相関があり、平均除去率においても有意な差がなかっ

たことから、NoV の代替指標としての利用可能性が示

唆された。 
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13.1.3  底層環境に着目した停滞性水域における水環境管理技術に関する研究（簡易的な藻類

定性定量方法の開発） 
担当チーム：水環境研究グループ（水質） 

研究担当者：小川文章、對馬育夫 
 

 
【要旨】 
本研究では、湖沼・ダム貯水池の水質改善に向け、並列型高速塩基配列決定装置（次世代シーケンサー）を用

いた 16S rRNA遺伝子および 18S rRNA遺伝子配列に基づく微生物モニタリングの開発に取り組んだ。細菌叢解
析においては、ダム貯水池毎に特徴的な細菌叢構成になっていることが明確となり、地理的要因より水温等の影

響を受け変化することが示唆された。また、アオコやカビ臭等の水質問題が生じていないダム貯水池では、検出

される細菌の種類が少ないことが示唆された。植物プランクトンに関して、いくつかの真核生物種が同定された。 
キーワード：湖沼・ダム貯水池、次世代シーケンサー、細菌、植物プランクトン 
 

 
1．はじめに 
環境負荷増大による湖沼やダム貯水池の水質の悪

化が長らく問題となっている。生物多様性国家戦略に

基づいて、河川・湖沼などにおける水質の改善につい

て「豊かな生態系の確保」の視点から調査が実施され

ているが、湖沼における環境基準達成率は約 50％と低
い水準で推移している。現在まで、流域における流入

負荷の削減の取り組みや湖沼底泥の浚渫等様々な取

り組みが行われているが、依然としてアオコ・カビ臭

発生等の問題は解決されていない。本研究では、プロ

グラム達成目標の一つである「流域の水環境を的確・

迅速に把握するための影響評価、モニタリング手法の

開発」達成のため、湖沼・ダム貯水池などの停滞性水

域を主な対象とし、底層の生態系保全や底泥からの溶

出物質による水質汚濁の抑制を中心に対策手法の構

築を目指す。 
現在、気候変動に伴い、藻類の異常増殖の発生頻度

の増加が懸念されている。湖沼水質を把握する上で、

藻類等の植物プランクトンを同定・定量化することは

非常に重要である。藻類の中にはカビ臭物質や毒性物

質を生産するものもあり、水の安全性確保の観点から

も湖沼・ダム貯水池における藻類のモニタリングは非

常に重要である。従来、藻類モニタリングは、光学顕

微鏡を使用した検鏡による同定が行われているが、同

定には熟練した技術が必要で、対応できる技術者も限

られており、形態により判断しているため、形態が非

常に似通った植物プランクトンは判断が困難である

場合がある。さらに、厳しい財政状況や省力化の観点

からも、効率的なモニタリング手法の構築が急務と

なっている。したがって、本研究は DNA 塩基配列に
基づく藻類モニタリング解析手法の確立を目指し、ダ

ム貯水池水質の維持管理に有効な手法の開発に取り

組んでいる。H29年度は、ダム貯水池から深度別にサ
ンプリングした水試料を用い、次世代シーケンサーを

用いた 16S rRNA遺伝子配列に基づき微生物分類を行
い、分析方法の確認を行った。 
 

1. 2  ダム貯水池におけるカビ臭、アオコの現状 
現在、国内のダム貯水池では地域に寄らず半数以上

のダム貯水池でカビ臭等による異臭味障害やアオコ

等による景観障害が起こっている。また、曝気装置等

の水質保全施設を有しているダム貯水池においても、

これらの障害が引き続き生じている箇所が少なから

ず存在する。 
ダム貯水池において、カビ臭を引き起こす原因は、

主に、①ラン藻の湖水中での増殖、②ラン藻の底泥で

の増殖、③放線菌の底泥での増殖/死滅があると考えら
れる。①では、Anabaena属、Aphanizomenon属が主に
Geosmin を産生し、Oscillatoria 属や Phormidium 属が
主に 2-MIB を産生する。②では、Oscillatoria 属や
Phormidium 属が主に 2-MIB を産生する。大型の付着
性ラン藻である Phormidium Tergestinum等は 2-MIBを
産生するとしてよく知られている。③では、放線菌の

代謝により 2-MIBや Geosminを産生する。両物質を放
出する種もいれば、いずれかしか放出しない種もおり、

環境因子により、産生する成分や量が異なるという報
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告がある 1）。また、嫌気条件下では死滅し、菌体内の

カビ臭物質を放出する。これら以外にも、カビそのも

のが増殖し、カビ臭原因物質を産生していることも考

えられる。 
アオコに関しては、アオコを構成する種は Bacteria
に分類されるラン藻とその他の真核生物に分類され

る植物プランクトンに大別される。ラン藻では

Mycrocystis 属、Anabaena 属、Aphanizomenon 属、
Oscillatoria属、Planktothrix属等が原因で、植物プラン
クトンでは、珪藻である Synedra属、Asterionella属、
Cyclotella属、 Melosira属、緑藻である Closterium属、
Pediastrum属、Scenedesmus属、Botryococcus属、ユー
グレナ藻である Trachelomonas属、Euglena属、渦鞭毛
藻である Peridinium属、Gymnodinium属、黄緑色藻で
ある Uroglena属が原因で引き起こされる。 

 
2. 実験方法 
本研究では、北海道にある 4 箇所のダム貯水池（A
ダム、Bダム、Cダム、Dダムと表記）を対象に、次
世代シーケンサー（Miseq、Illumina）を用いた 16S rRNA
遺伝子配列に基づく微生物分類を行った。湖水を採取

した日を表 1に示す。採水はダムサイト、湖心、上流

で行い、表層、中層、底層の 3箇所から採取した。ダ
ム湖水 300 mLを遠心分離で 50 mLにまで濃縮し、懸
濁したものから Extrap Soil DNA Kit Plus ver.2(日鉄住金
環境)を用いて DNAを抽出した。抽出した DNAを鋳
型として真正細菌の 16S rRNA遺伝子領域を標的とし
たプライマー(S – D – Bact – 0341 – b – S - 17および S – 
D – Bact – 0785 – a – A - 21)にオーバーハングアダプ
ター配列を付加したものを用い、PCR 増幅を行った。
PCR反応条件は初期変性を 94℃で 30秒行った後、乖
離温度を 94℃で 5 秒、アニーリング温度を 58℃から
48℃で 1℃ずつタッチダウンで 30秒、伸長温度を 72℃
で 30秒のサイクルを 10 + 30サイクル行った。PCR増
幅産物は AMPure XP kit(Beckman Coulter Genomics)を
用いて精製した。DNA シーケンシングには Miseq 
reagent Kit v3 (600サイクル、Illumina)を用い、塩基配
列を決定した。解析で得た各リードの塩基配列のキメ

ラチェックはUSEARCHを用い、Operational Taxonomic 
Unit (OTU) - pickingおよびクラスター解析はQIIMEを
用い、97％以上の相同性を持つ配列を OTU とした。
各 OTUの同定には Greengenesデータベース ver. 13_8
をリファレンスとした。また、植物プランクトンの検

出には、18S rRNA遺伝子領域を標的としたプライマー
TAReuk454FWD1 および TAReukREV3 を用い、16S 

rRNA遺伝子同様の方法で、ライブラリ調整を行った。 
 
3. 結果と考察 
標的とする 16S rRNA遺伝子 V3-V4領域について、
各サンプルにつき 10万～30万リードの塩基配列を明
らかにした。環境における種の多様性を示す α多様性
解析の結果、各ダムサンプルから検出された OTU の
合計は、Bダムおよび Dダムにおいて、他のダム貯水
池より多く、細菌種の多様性が高いことが示された

（図 1 上）。Aダムと Cダムは、比較的水質が良好な
ダム貯水池で特に異臭味やアオコ発生等の水質変化

現象等は報告されていない。細菌種の多さも水質変化

現象の兆候を捉える上で重要な因子となることが示

唆された。サンプリング採取月で α多様性を比較した
場合（採取日は表 1 を参照）、水温が上昇する 4 月か
ら月で増加し、その後、徐々に低下し、融雪水が流入

し、水温が最も下がる冬季から春季にかけて、細菌種

の多様性が最も低くなった（図 1中）ただ、この傾向

はダム貯水池毎に若干異なり、B ダムでは、5 月から
夏季、秋季にかけて増加していき、1月から 2月の冬
季でも高い多様性を保ったままであった。一方、Cダ
ムは、年間を通じて一定で推移していた。深度別で比

較した結果（採取水深は表 1を参照）、表層より底層・

中層で、多様性が高い結果となった。恐らく、底泥か

ら溶出する栄養塩や微量金属を利用し増殖する細菌

が存在していると思われる（図 1下）。 
サンプル間における細菌群集構造を比較するため

行った β多様性解析の結果について、門レベルおよび
属レベルの分類結果を図 2に示す。門レベルの分類で

表 1 湖水採水日と採水水深（- はサンプルなし） 

 

Aダム Bダム Cダム Dダム

4月 - - - 2017/4/24

5月
2017/5/8
2017/5/24 2017/5/19 2017/5/29 2017/5/24

6月 2017/6/14 2017/6/20 2017/6/29 2017/6/7
7月 2017/7/10 2017/7/25 2017/7/24 2017/7/12
8月 2017/8/9 2017/8/15 2017/8/30 2017/8/9
9月 2017/9/11 2017/9/26 2017/9/14 2017/9/27
10月 2017/10/11 2017/10/10 2017/10/17 2017/10/11
11月 2017/11/14 2017/11/13 2017/11/14 2017/11/9
12月 2017/12/1 - - -
1月 2018/1/17 2018/1/17 2018/1/16
2月 - - - 2018/2/1

表層 0.5 0.5 0.5 0.5

中層 12.7 - 23.7 3.8 - 7.5 30.7 - 42.2 10.5 - 12.8

底層 24.3 - 46.3 6.5 - 14.0 60.3 - 83.3 19.9 - 24.5

239 113 104 1,662

93 15.3 82.3 108

採
水
水
深
(m)

流域面積

(km2)

総貯水量

(106 ･m3)
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は、どのダム貯水池からも Proteobacteria門が最も
多く検出された（40.5%±8.5）。Proteobacteriaの中
では、Betaproteobacteria 綱がほとんどのサンプル
で優占し（21.0%±6.3）、次いで、Alphaproteobacteria
綱が多く検出されていた（12.0%±4.1）が、サン
プ ル に よ っ て は 、 Betaproteobacteria よ り
Alphaproteobacteria がより多く検出される場合も
あった（例えば、Cダム表層部 9月-11月、中層部
2月、5月等）。また、どのダム貯水池においても、
11月以降は、Gammaproteobacteriaの検出割合が増
加する傾向が見られ、特に、B ダムでは、
Gammaproteobacteriaが 20％近く検出された。その
中で、鉄酸化細菌として知られる Crenothrix属が
主に検出された。Proteobacteria以外では、Aダム、
Cダムでは、Actinobacteria門が多く検出され、中
には 30％を超える月があった。Actinomycetales目
は通常、放線菌として知られているが、

Actinomycetales は 42 科約 200 属で構成されてお
り、様々な種が存在している。Aダム、Cダムで
多く検出された Actinomycetales 目 ACK-M1 属や
Acidimicrobiales 目 C111 属の細菌は、機能は未知
で、これらの細菌がカビ臭を産生するかは不明で

ある。Aダムおよび Cダムは、これまでにカビ臭
等の異臭味問題が生じたことはないが、一部、下

流河川内の滞留域でカビ臭が発生する等の事例

もあり、これらの細菌がその要因になっている可

能性もある。一方、Bダムでは、Bacteroidetes門や
Verrucomicrobia門、Dダムでは、Cyanobacteria門
が多く検出されていたことが特徴的であった。ま

た、Dダムにおいて多く検出された Cyanobacteria
に含まれていた細菌は Synechococcus 属が主で、
その他のアオコの原因となる藍藻類は検出され

なかった。また Dダムからは、植物プランクトン
由来の葉緑体DNAが多数検出された。 
各サンプルについて、属レベルの菌叢構成デー

タを用いUniFrac distanceを計算し、主座標分析を
行った結果を図 4に示す。各サンプルの菌叢構成

の類似度は各プロット間のユークリッド距離で

示される。この結果、各ダムの菌叢は、それぞれ

まとまった群を構成し、一定の傾向を示しながら、

推移した。すなわち、各ダムの菌叢は、地理的要

因および水温の影響等の季節的要因を受け変化

していくことが示唆された。 
一方、18S rRNA遺伝子 V4-V5領域を標的とし
た菌叢解析の結果の一例を図 5に示す。動植物プ 

 

 

図 1  α 多様性解析の結果（上：ダム別比較、中：月別比

較、下：深度別比較） 
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図 2  β 多様性解析の結果（上：門レベル、下：属レベル） 
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ランクトンにおいてもダム毎に異なる構成を示す可

能性が示唆された。しかしながら、ダム貯水池で比較

的多く検出されるクリプト藻綱、珪藻綱、緑藻綱は検

出されなかった。これは種により DNA 抽出効率や
PCR 増幅効率が異なることが要因であると考えられ
る。 
 
2．4  結論と今後の予定 
本研究では、ダム貯水池からサンプリングした水試

料を用い、次世代シーケンサーを用いた 16S rRNAお
よび 18S rRNA遺伝子配列に基づき菌叢解析を行った。
その結果、採取したダム湖水では、菌叢は、地理的要

因および水温等の影響を受け、変化していくことが示

唆された。また、アオコやカビ臭等の水質問題が生じ

ていないダム貯水池では、検出される細菌の種類が少

ないことが示唆された。また、植物プランクトンに関

しては、いくつかの種が同定された。種により DNA抽
出効率が大きく異なることから、今後は、サンプル中

に含まれる DNA を網羅的に抽出するための検討を行
う。また、古細菌をターゲットにするプライマーを使

用することで、アンモニア酸化古細菌等のこれまで明

らかにされてこなかった各細菌の微生物ループの中

での機能・役割の解明についても寄与できると考えら

れる。 
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図 4  各サンプルの主座標分析結果 

（図中の矢印は時間的推移を示す。軸の括弧内の数字

は寄与率を示す） 
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図 5  検出された真核生物の例（上：B ダム、

下：C ダム） 
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13.1.4  気候変動による停滞性水域の熱・物質循環と水質環境への影響評価と適応策に関

する研究（気候変動にともなう流域からダム貯水池・湖沼に流入する土砂量・栄養塩負荷量

の変化の把握、ダム貯水池・湖沼の水質予測手法の構築と水質への影響評価） 
担当チーム：水工研究グループ（水理） 

研究担当者：石神孝之、櫻井寿之、中西哲 
担当チーム：水環境研究グループ（水質） 

研究担当者：小川文章、對馬育夫 
 

 
【要旨】 
本研究では、気候変動による気温、降水量の変化がダム貯水池の水質、濁質に与える影響についての将来的な

予測に取り組んだ。今年度は昨年度の成果である東北地方にある御所ダムの流域および貯水池を対象とした水質

変動予測シミュレーションを利用し、予測シミュレーションの高度化や気候変動による影響の適応策の検討を実

施した。主な結果として、貯水池への負荷量推定に際し L-Q 式等のデータが不足していることを念頭にした負荷

量推定手法の高度化、USLE 式の高度化について検討を行った。これら流入負荷量の高度化による貯水池内の SS
流動への影響を把握するため、貯水池数値計算を実施した結果、過年度実施した結果よりも実測データを表現で

きた。 
キーワード：地球温暖化、湖沼、貯水池、水質変動予測モデル、水質保全 

 
 
1．はじめに  

地球温暖化が水環境に与える影響は徐々に顕在化

しており、現在における全ての温室効果ガス排出とそ

の他の強制力因子は、今後数十年にわたる気候変動の

速度及び程度に影響を及ぼすと報告されている 1)。そ

のため、温暖化影響の緩和策とともに適応策の検討が

重要であり、精度の高い影響予測に基づく適応策の評

価と、その実施に向けた取組が必要となっている。平

成 27 年 11 月、「気候変動の影響への適応計画 2)」が

閣議決定され、これに伴い、国土交通省が「国土交通

省気候変動適応計画 3)」を公表し、実施予定の適応策

について整理した。気候変動による地球温暖化が生じ

る場合、気温上昇に伴う表層水温の上昇、湖沼の温度

分布の変化、生物反応や物理化学反応速度の変化、降

雨量や降雨パターンの変化に伴う湖沼流入負荷量や

水量の変化が予想されるが、気候変動に伴う湖沼の水

質変化を定量的に示した研究は少ない。 
これらを踏まえて本研究は以下の項目について検

討を実施する。流域から湖沼に流入する栄養塩、SS な

どの負荷量算出の高度化、貯水池内流動モデルの高度

化、簡略化および気候変動によるダム貯水地水質問題

に対応する適用策について検討を行う。 
今年度は、昨年度同様、東北地方に位置する御所ダ

ムにおける気候変動による気温・降水量の変化がダム

貯水池の水質・濁質に与える影響について検討すると

ともに、ダム湖に流入する SS 等の推定の高度化につ

いて検討を行った。 
 
2．流入土砂量推定の精度向上 

ダム貯水地に流入するSS等の負荷量の推定にはL-
Q 式を用いることが多い。L-Q 式は一般的にダムに流

入する流量およびその負荷量の観測データを収集し、

近似曲線を算定することで求められる。そのため、L-
Q 式は少ない水質観測データから負荷量を推定でき

る反面、過去の観測データを上回る出水時における負

荷量に対しては、信頼性が低下する。 
したがって、ダム貯水池の水質予測における SS の

予測精度を向上するため、ダム貯水地内の堆砂測量資

料やボーリング調査資料を基に L-Q 式の精度向上を

検討した。 
 
2．1 精度向上のための検討手順 

SS の L-Q 式の精度向上のための検討手順を図 1に

示す。なお、再現計算期間である 1984 年～2004 年

（昭和 59 年～平成 16 年）のデータを用いて検討を

行った。 
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2. 2  粒径別年堆砂量の算出 

2. 2. 1 堆砂特性・ボーリング調査結果の整理 

御所ダムの年堆砂量と累積堆砂量の推移を図 2に示

し、以下に特徴をまとめる。検討対象期間における年

平均堆砂量は約 200 千 m3/年である。再現計算期間内

の最大年堆砂量は、平成 15年の 493千m3/年である。

なお、竣工～平成 27 年までは平成 25 年の 1,375 千

m3/年であった。 
御所ダムでは平成 10 年度にボーリング調査が貯水

池内 4 地点で行われている。これらのデータから、縦

断方向の粒度分布区分図を作成した。本川の粒度分布

区分図を図 3および表 1に示す。 
 
2. 2. 2  粒径別堆砂量の算出 

(1) 粒径別年堆砂量の算出方法 
本検討では、汎用性を高めるため、比較的簡易に行

える流入土砂量の推定方法を検討した。以下に概要

をまとめる。 
① ボーリング調査結果の適用範囲として、堆砂状

況や調査地点の位置関係から縦断的な適用区分

を設定する。また鉛直方向の区分については、

ボーリング調査結果から層を設定する。 
② 各年度の最深河床高データと元河床断面データ

を用いて、元河床高からの堆積厚を各断面で計

算し、各断面の堆積量を推定する。このとき①

で設定した鉛直方向の粒度分布区分にも着目し、

層毎の堆砂量を算出する。 
③ ②で算出した堆砂量と年堆砂量の差分を補正値

として、各断面に割り振る（土砂収支が合うよ

うに当年の堆砂量が測量値と合うように補正を

かける）。 
④ ①で設定した粒度分布の適用区分毎の堆砂量を

算出し、粒径区分毎の年堆砂量を算出する。 
(2) 粒度分布の適用区分の設定 
ボーリング調査結果の適用範囲として、堆砂状況や

 
図 1 堆砂量を用いた L-Q式の同定方法 

 

 
図 3 本川縦断方向の粒度分布区分図 
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図 2 御所ダムの年堆砂量と累積堆砂量の推移 

 
表 1  粒度分布区分 

 

代表試料 代表試料

区分① 雫石川0.0～2.4k B-1表層粒度 0 ～ m

区分② 雫石川2.6～3.6k B-2表層粒度 0 ～ 0.3 m B-2深層粒度 0.3 ～ 3.25 m

区分③
雫石川3.8～5.4k
南川0.0～1.0k

矢櫃川0.0～0.8k

B-3表層～中層
平均粒度

0 ～ 3.2 m B-3深層粒度 3.2 ～ 5.42 m
深度の割合を同区
間に適用

区分④ 雫石川5.6k～7.4k B-3深層粒度 0 ～ m

区分⑤
南川1.2k～4.8k
矢櫃川1.0～2.0k

B-4平均粒度 0 ～ m

区分
層２（中層～底層）

同左

同左

同左

区分(深度)

層１（表層）

区分(深度)
縦断適用範囲 備考
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調査地点の位置関係から縦断的な適用区分を設定す

る。また鉛直方向の区分については、ボーリング調査

結果を元に平成 10 年度（ボーリング調査年）の河床

高から適用する層を設定した。また層の境界は平成 10
年度の河床高の堆積厚の割合を元に境界とする標高

を設定した。 
(3) 最深河床高を元にした貯水池堆砂量の算出 
最深河床高を基に、貯水池堆砂量を算出した。算出

方法には一般的な堆砂測量による堆砂量把握に用い

られる平均断面法を適用した。 
(4) 年堆砂量の補正 
(3)の手法で算出した堆砂量と堆砂測量で報告され

ている堆砂量では誤差があることから、この誤差を実

績の堆砂量と比較し、堆積縦断分布に対応させ誤差分

を案分して区間毎の堆砂量を補正した。 
(5) 粒径別堆砂量の算出 
算出した年別・区間別の堆砂量を元に、区間毎の代

表粒度分布の割合から、粒径別堆砂量を算出した。粒

径別堆砂量の算出結果を図 4に示す。S63 に関しては

S62 の縦断データが確認できなかったため、S62 との

2 ヶ年の差分とた。 
 
2. 3  捕捉率の算出 

御所ダムの細粒土砂成分の捕捉率を、過去の流入

データおよび鉛直 2 次元モデルを用いて算出した。 
ある年 i における粒径 j の年間堆砂量 [VSj] i は出

水 k 毎の捕捉率 γjk を用いて次式のように計算され

る。 

�𝑉𝑉𝑠𝑠𝑠𝑠�𝑖𝑖 = ��𝛾𝛾𝑠𝑠𝑗𝑗 �𝛼𝛼𝑠𝑠𝑄𝑄𝛽𝛽𝑗𝑗𝑑𝑑𝑑𝑑�
𝑛𝑛𝑖𝑖

𝑗𝑗=1

                    (1) 

 
ここに ni は土砂移動が発生する最小流量（足切り流

量）以上の出水回数を表す。捕捉率 γjkの推定式は、鉛

直 2 次元モデルによって 出水波形・α・βの値を変化

させて代表粒径別毎に作成する。なお、α については、

鈴木ら 4)によりγjk への影響がほとんどみられないと

報告されているため、出水波形と β を変更した感度

分析を行うこととした。 
2. 3. 1  過去の流入データ特性整理 

御所ダム貯水池の 1984 年～2004 年（昭和 59 年～

平成 16 年）の期間における流入データを整理し出水

を抽出した。 
(1) 日最大流入量の整理 
御所ダムでは 3 月～5 月の融雪期に貯水位を制限水

位まで低下後、常時満水位まで上昇させる運用を行っ

ている。この期間については、通常の出水とは土砂の

捕捉形態が異なると考えられるため、3 月 1 日～5 月

31 日を除外し、日最大流入量を整理した。その結果、

検討期間である 21 年間の日数のうち御所ダムの洪水

流量である 500m3/s を越えた日数は 43 日であり 1 年

間に2日程度の頻度で洪水が発生している。そのため、

御所ダムにおける土砂の捕捉率を確認する上で抽出

する出水は、洪水流量（500m3/s）の半分程度の流量規

模となるピーク流量 300m3/s 以上の波形を抽出し検

討を行うこととした。 
(2) 出水の選定と回転率・滞留時間算出 

 
図 4 粒径別年堆砂量の算出結果 
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ピーク流量300m3/s以上の出水を対象に昭和59年

～平成 16 年の 21 年間の出水を抽出した。また、抽

出した出水毎に回転率と滞留時間を算出した。抽出

した 103 の出水のうち、出水規模の異なる 7 出水を

水質予測にて捕捉率の算出を行うこととした。 
 
2. 3. 2 鉛直 2次元モデルによる捕捉率の算出 

鉛直 2次元モデルは平成 28年度に作成したモデル

を用いて土砂捕捉率の算出を行った。なお、本検討で

は生態系モデルは考慮していない。対象とする出水

は日最大流量を整理して抽出した 7 出水であり、さ

らに代表的な融雪出水規模 3 パターンを加えた、合

計 10 通りの出水条件となる。 
 

2. 3. 3 捕捉率算出結果 

鉛直 2 次元モデルによる捕捉率の算出結果を以下

にまとめる。 
 出水規模が小さい場合では、βの値が大きいほ

ど捕捉率が大きくなる傾向がみられた。また、

出水規模が大きい場合では、βと捕捉率の関係

性はあまり見られなかった。 
 1出水当たりの回転率が大きいほど、捕捉率は

小さくなる傾向となった。 
 平均滞留時間が大きいほど、捕捉率は大きく

なる傾向となった。 
 融雪出水時の土砂捕捉率は 2 μm～6 μmの細

かい粒径のみ捕捉される結果となった。 
補足率は滞留時間、単位洪水辺り回転率、係数βに

よって変化することがわかる。そこで、これらパラ

 

図 5 簡易推定式による捕捉率の推定結果(洪水時) 

 

0

20

40

60

80

100

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

数
値

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

簡易推定式

捕捉率の検証結果１

（βと滞留時間）

粒径1

粒径2

粒径3

粒径4

粒径5

 
表 2 流入土砂量式の同定結果 

 

α β
1 2.2 2.40E-06 1.3
2 5.6 3.70E-06 1.2
3 14.2 2.30E-06 1.4
4 32.2 1.20E-06 1.5
5 71.0 5.00E-07 1.6

代表粒径（μm）

 
図 6 粒径区分ごとの堆砂量の推定値と実績値の比較 
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メータを用いて代表粒径ごとに補足率の推定式を導

出した。最小二乗法によって、「βと洪水時滞留時

間」、「βと洪水時回転率」の２つのパラメータを使っ

て捕捉率を推定した。これらの結果より、βと滞留時

間を用いた方が、数値シミュレーションによる予測

結果とのバラツキが小さく、比較的よい精度で予測

できため、以降における係数α、βの同定では洪水時

滞留時間を用いた捕捉率推定式を用いることとし

た。 
 
2. 4 L-Q式の同定 

2．4．1 同定に用いる対象年の選定 

流入土砂量の推定は出水によって流入する土砂を

推定することが目的であるため、測量誤差や水位低

下による堆砂の再移動等によって粒径別年堆砂量と

出水の間に相関が認められないデータが混在すると

係数同定の精度が低下すると考えられる。 
そこで、予め年堆砂量と各年に発生した流入量の

積分値との相関性を確認し、対象年の選定を実施した

結果、計 21か年の堆砂データのうち、17か年分のデー

タを L-Q 式の同定に用いた。また、流量を 10m3/s ご
とに増加させて、堆砂量の計算による推定値と実績値

の残差が最も小さくなる流量を足切り流量と設定し

た。 
 
2．4．1 細粒分の流入土砂量の同定 

足切り流量が 80m3/s と設定したとき、堆砂量の残

差が最小となり、その時の係数 α、β の値を表 2 に示

す。表中の代表粒径区分は表 1の区分を踏襲している。

各粒径の α、β は、ともに一般的に知られている数値

の範囲であった。 
図 6は代表年における各粒径区分ごとの計算による

推定値と実績値の比較である。計算による推定値は実

績の堆砂量を良好に再現する結果となった。 
 

2. 5 新規 L-Q式による貯水池内濁質流動解析 

新規 L-Q 式による貯水池内の SS 成分の流動の再

現性を検証するため、断面 2 次元貯水池水質計算に

よる再現計算を実施した。再現計算の計算条件は平

成 28 年度に実施した計算条件を踏襲し、SS の流入

条件に新規 L-Q 式を用いた計算を実施した。図 6に

計算結果を示す。図中の点は定期水質調査による SS
濃度の測定結果である。また、比較対象の為、平成

28 年度に実施した観測結果から得られた L-Q 式によ

る計算結果を示している（図 7下）。 

新規 L-Q 式を用いた計算結果は出水時に貯水池内

の SS が上昇し、中層及び下層で濁水が滞留している

期間が確認できる。観測結果から得られた L-Q 式に

よる計算結果と比較して、今年度の再現計算結果は

融雪期に貯水池内の SS が明確に上昇する傾向がみら

れた。 
以上より、ダム貯水池の堆砂データやボーリング

データを使用した L-Q 式を用いることによって、出

水による貯水池内の SS 成分の流動がより観測値に近

い結果となった。 
 

3．気候変動による土砂量、栄養塩負荷量の推定  

前章では、ダムに流入する SS 成分を L-Q 式として

設定した。L-Q 式による流入 SS の推定手法は、比較

的簡易である一方、負荷量は流量のみで決定すること

になり、気候変動に伴う降雨特性（時間的変化、空間

的変化等）による影響や、流域の土地利用特性等は十

分反映されない可能性がある。 
そこで、御所ダム流域を対象に農学分野で広く用い

られる土壌流出量の経験式（USLE 式）を用いて降雨

の空間分布や降雨強度の違いを直接的に流入SS 負荷

量に反映させ，気候変動に伴う貯水池水質予測を実施

し、L-Q 式による予測との違い等について検討した。 
 
3. 1 現在と将来予測データの概要 

検討に用いた気候変動モデルには、環境省が公表し

ている RCP シナリオに基づいた地域気候モデル

（MRI-NHRCM20:水平格子間隔20 km）を使用した。 

 

 
図 7 L-Q式の違いによる貯水池内 SS濃度分布 
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現在気候は 1984 年 9 月～2004 年 8 月、将来気候

は 2080 年 9 月～2100 年 8 月の期間で出力されてい

る。本年度の検討では現在気候・将来気候（RCP4.5・
RCP6.0・RCP8.5）の 4 シナリオについて実施した。 

 
3. 1．1  気象データ 

気候変動モデルの出力結果は観測値との差異があ

るためバイアス補正を行った。気温については月毎に

観測値とモデル出力値の差分を補正し、降水量につい

ては月別に累積分布関数を作成し補正を行った。 
その他の気象条件については、風速は観測値の月平

均値を使用し、湿度・日射量・雲量は降水量との関係

式を作成した後、バイアス補正後の降水量を用いて作

成した。 
 
3. 1. 2 流入量・放流量 

作成した気象データを用いて分布型流出モデルに

よる流出計算を行い、流入量を作成した。一方、放流

量は実績のダム運用を踏まえた利水モデルを構築し

設定した。 
 
3．2  USLE 式によるダム流入負荷量の推定 

USLE 式は農地を対象とした土壌流出の経験式と

して用いられるが 5)、式中に降雨強度に関する係数 R
が含まれており、ダム流域における気候変動に伴う降

雨特性の変化による負荷量への影響を予測できると

考えられる。 

𝐴𝐴 = 𝑅𝑅・𝐾𝐾・𝐿𝐿𝐿𝐿・𝑃𝑃・𝐶𝐶            (2) 

ここで、A：単位面積当たりの流出土砂量（tf/ha）、
R：降雨係数（tf･m2/ha/h）、K：土壌係数（h･m2）、

LS：地形係数、C：作物係数、P：保全係数である。各

係数の設定方法を表 3に示す。なお、保全係数は土壌

侵食軽減対策の効果を示す係数であり、森林・畑地等

には適応せず、本検討では全て 1.0 とした。 
USLE 式によって気候変動による将来の年間流入

土砂量を推定し、最終的に水質予測に使用可能な時系

列データへの変換を行った。 
本研究では，ダム流域の流域情報の分布に着目し、

「森林」を主とする流域と「農用地」を主とする流域

が区別されるよう、8 つの流域区分を設定し、流域毎

に USLE 式の係数を算定した(図 8)。 
USLE 式を用いて算出した御所ダム流域の流出土

砂量を図 9に示す。崩壊地の発生等により流入土砂量

が大きくなった可能性がある年がみられる（図中赤楕

円）が、1984 年～2004 年の堆砂実績から算定した流

出土砂量の傾向を概ね良く再現することができた。 
 

3. 3 USLE 式を用いた貯水池水質再現計算 

3. 3. 1 水質計算概要 

貯水池の水質計算には、SS の輸送方程式を組み込

んだ鉛直 2 次元モデルを使用した。 

貯水池水質計算に必要となる流入 SS について、

USLE 式より得られた年間負荷量は土壌を対象とし

ており砂分を含む量である。そのため、粘土・シルト

分（SS を対象とした粒径）に換算する必要がある。

換算方法は堆砂ボーリングデータなどをもとに、実績

の粒径別流入土砂量の比率を算出した。 
また、貯水池水質計算を実施するにあたり、貯水池

に流入する SS 濃度を、USLE 式で算出された SS の

年間負荷量から貯水池水質計算に必要な日平均負荷

量に換算する必要がある。本検討で用いた換算方法は、

SS負荷量は日平均流量と相関があるという仮定の基、

 
図 8 御所ダム流域の流域区分と土地利用 

 

 
図 9 USLE式による御所ダム流域の流入土砂量推定結果 
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ダム貯水池に流入する年間の日流量の総和に対する

日流量の比により年間負荷量を配分した。一般的にSS
の負荷量は流量の冪関数として表されるとされてい

る。そのため、年間負荷量から日平均負荷量への変換

にも、流量の冪関数を用いることが妥当である。しか

し、本検討のような年間負荷量から日平均負荷量への

変換に関する冪指数の検討事例はあまりない。そのた

め、本検討では日流量を 2 乗する方法と 3 乗する方法

のそれぞれについて貯水池水質計算を実施した。その

結果、流量の 2 乗で負荷量を算出する方法が、より実

際の貯水池の状況を再現していると判断し、日流量の

2 乗を用いた方法を採用した。 

 

3. 3. 2 計算結果 

1984年～2004年の期間で年最大時間流入量（1,375 
m3/s）が発生した 1990 年のダムサイト 3 深度の SS 
濃度時系列変化を図 10に示す。8 月中旬頃をみると、

出水後の貯水池SS 濃度の観測値を比較的良く再現し

ていた。 
 
3. 4 気候変動を考慮した貯水池水質計算 

3. 4. 1 現在気候・将来気候の USLE 係数 

現在気候および将来気候の降雨データを用いて、流

域毎の降雨係数を算出した結果を図 11 に示す。図 11

の赤丸をみると、流域 1 における降雨係数の年最大値

が RCP6.0 で 700 を越える高い値となっている。 

流域 1 は農地利用が多い流域であり、土壌流出が活

発な流域となるため、多くの降雨が生じることで

RCP6.0 における 2099 年は高い SS 負荷量が生じる

結果となった（図 12の赤丸）。なお、降雨係数以外の

各係数については、再現計算時の係数をそのまま使用

した。 
 

3. 4. 2 気候変動を考慮した貯水池水質計算結果 

降雨の空間分布に違いが見られたシナリオ RCP6.0 
の計算結果を図 13示す。比較的降雨量が多く、流入量

の多い 2084 年（青）や 2093 年（緑）は、USLE 式

およびL-Q式でともに、下層SSの月平均濃度が7月、

9 月でそれぞれ最大となり一致していた。 
一方、USLE 式で SS 負荷量の多い結果となった

2099 年は流入量の比較的少ない年であったため、L-Q
式の計算結果では平年並の濃度となっているが、

USLE 式の計算結果では 8 月の月平均 SS 濃度が 20
年間で最大となった。 
次に融雪期（3 月～5 月）をみると、USLE 式の計

算結果は融雪出水の影響で、下層の SS 濃度が常に高

い値となっている。これは単純に年間負荷量を流入量

ベースで配分したことが原因であると考えられる。 
 

3. 5 まとめ 

検討の結果、L-Q 式では考慮できない降雨の空間分

布や強度の違いをUSLE式によって直接的にSS負荷

 
図 10 1990 年のダムサイト 3 深度の SS 濃度時系列変化 

 

図 11 降雨係数の年平均値・年最大値・年最小値 

 
図 12  SS 年間負荷量（上段：将来気候年，下段：現在気

候年） 

 

表 3 USLE式の係数設定方法 
項目 使用するデータ 係数の設定方法 

降雨係数 ・観測データ 
・気候変動シナリオ 

降雨の分布を考慮して，流域
区分毎に降雨係数を算出す
る 

土壌係数 国土交通省発行の
20万分の1の土地分
類基本調査（土壌図） 

既往文献を基に土壌係数を
設定する 7) 

地形係数 国土数値情報 流域区分毎に地形係数を算
出する 5) 

作物係数 国土数値情報 既往文献を基に作物係数を
設定する 6) 
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量に反映することで、気候変動に伴う SS 負荷量の変

化をより適切に表現できる可能性を示すことができ

た。 
また、USLE 式は水質データの観測結果が少なく、

L-Q 式を作成することが困難な貯水池でも SS 負荷量

を推定できる可能性があることも示された。 
なお、融雪期における負荷量は、年負荷量を流量に

よって単純に按分すると過大となるため、融雪期の負

荷量の設定方法が課題としてあげられた。 
 
4．おわりに 

気候変動により流量および流域への気候等の変化

に対応できるよう、流入負荷量の高度化を、細粒土砂

成分に対して実施した。主な成果は以下の通り、 
 御所ダムの粒径別堆砂実績と洪水実績の関連性

から細粒土砂（SS）の L-Q 式を同定することに

より、既存の水質観測に基づく L-Q 式よりも貯

水池水質計算の再現精度が向上された。 
 御所ダム・寒河江ダムの 2 ダムを対象として、降

雨分布や土地利用等を小流域毎に算出し USLE
式を用いて SS の再現計算を実施した。 

 濁質の沈降や融雪期の取り扱いなど多少の改善

の余地はあるものの、土地利用の異なる 2 つのダ

ム貯水池の SS 変化を概ね再現できた。 
 USLE 式では L-Q 式で考慮できない降雨分布や

降雨強度を直接的に流入SS負荷として反映でき

るため、気候変動に伴う流入 SS 変化をより適切

に表現できると可能性がある。 
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図 13ダムサイト下層 SS 濃度の月平均値（RCP6.0） 
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13.2  水質リスク軽減のための処理技術の開発 

13.2.1 公共用水域における健康・生態リスクが懸念される化学物質の制御手法に関する研究  

担当チーム：水環境研究グループ（水質） 

研究担当者：小川文章、對馬育夫、小森行也 

 

【要旨】 

都市河川で検出される微量化学物質の中には、下水道を経由して到達したものが存在すると考えられる。河川

水中に存在する微量化学物質を効率的に削減するためには、下水処理水中に存在する微量化学物質の除去技術開

発が必要である。本年度は、下水処理水中の直鎖アルキルベンゼンスルホン酸（LAS）の微生物担体処理による

削減に関して処理条件（水温）の検討と下水処理水中に残存する医薬品類の除去技術について検討した。 

キーワード：LAS、医薬品類、微生物担体処理、微生物叢解析 

 

1. はじめに  

環境中で検出される多様な化学物質による汚染の

実態や環境影響に対する関心、懸念が高まっており、

安全で快適な水環境の実現・保全に向けた取り組みが

求められている。 

平成 25 年 3 月には直鎖アルキルベンゼンスルホン

酸及びその塩（LAS）が水生生物の保全に係る水質環

境基準項目として追加された。LASは下水処理の標準

活性汚泥法で 99%以上除去 1)2)3)されるが、回転生物接

触法、礫間接触酸化法、好気性ろ床法、接触ばっき法、

高速散水ろ床法の LAS 除去率は 87%～100%3)であり、

なかには放流水の LAS 濃度が環境基準値（河川・生

物特 A：0.02mg/L）の 10倍を超える値も観測された

ところがあったとされている。LASは、排水規制化も

視野に取り扱いが検討されていることから、放流水中

に存在する LASの低減手法の検討が必要である。 

また、下水には有機汚濁物質の他、微量の化学物質

が含まれているが、日常生活において多く使用されて

いる化粧品、医薬品類もその一つである。下水処理に

おける医薬品類の除去特性については多くの調査報

告 4)5)6)がみられその実態が明らかになりつつある。医

薬品類の中には水生生物への影響が懸念される物質

もあることから、生物影響の視点で下水処理水中の医

薬品類の評価 6)もなされている。下水処理水又は排水

中の医薬品類の処理については物理化学処理による

調査報告 7)-11)が多くみられるが生物処理による除去技

術についての報告は少ない。 

平成 29年度は、下水処理水中に残存する LASの微

生物担体処理と下水処理水中に残存する医薬品等の

スポンジ担体処理について検討を行った。なお、医薬

品等のスポンジ担体処理は（株）西原環境との共同研

究により実施した。 
 

2. 下水処理水に残存する LASの微生物担体処理 

2.1 実験方法  

2.1.1 実験装置 

微生物担体処理実験装置のフローを図-1 に示す。嫌

気好気ろ床法の下水処理場に実験装置を設置し実験

を行った。反応槽（A）は容量 5.6Lの槽を 3つ、反応

槽（B）は容量 10Lの槽を 4 つ連結した。 
各反応槽にはポリプロピレン製の中空円筒状の微

生物保持担体（4mmOD×3mmID×5mmL）を担体添加率

35%（嵩比率）で投入した。また、反応槽（B）はヒー

ターを投入した恒温水槽を用いて水温コントロール

を可能にした。微生物保持担体は、実下水を流入水と

 

図-1 微生物担体処理実験装置のフロー 
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した活性汚泥処理実験プラントの二次処理水で数ヶ

月間馴致したものを投入した。反応槽（A）の流入水

量は 79mL/min、反応槽（B）の流入水量は 190mL/min
とし、それぞれの反応槽全体の処理時間（HRT）は 3
時間に設定した。実験装置流入水は、本施設の逆洗水

槽の処理水を定量ポンプにより連続注入した。 
 

2.1.2 試料採取と分析方法 

試料採取は、平成 29 年 12 月～平成 30 年 1 月にか

けて数回行った。試料採取はスポット採取とし、採取

試料は LAS の保存性 12)を考慮し分解を抑えるため直

ちに氷水に浸けて冷却した。また、試料採取後、各反

応槽の水温測定と流入水量の確認を行なった。 
LAS の分析は、「水質汚濁に係る環境基準について

（平成 26 年 11 月 17日環境省告示第 126 号）」の付表

12 に示す方法により行った。また、有機物指標として

DOCを下水試験方法-2012 年版（公益社団法人日本下

水道協会）に示す方法により分析した。 
 

2.2 実験結果  

2.2.1 形状・容量が異なる反応槽の LAS 除去特性比

較 

実験に用いた微生物担体処理実験装置の反応槽（A）、
反応槽（B）は、その形状・容量が異なることから実験

装置の違いによる LAS 除去特性の比較を行った。実

験装置の運転開始から約 2 週間後に採取した試料の

LAS 分析結果を図-2 に示す。試料採取時の反応槽水温

は、反応槽（A）が 10.4～12.2℃（平均 11.3℃）、反応

槽（B）が、10.7～12.9℃（平均 11.7℃）であった。図

-2 に示されるように反応槽（A）、反応槽（B）の LAS
除去に大きな違いは見られず、HRT が長くなるに従い

大きく減少した。反応槽の形状・容量が異なる反応槽

（A）、反応槽（B）においても LAS除去特性は同等で

あることが確認された。 
また、有機物指標の DOC 分析結果を図-3 に示す。

DOC として測定される溶解性有機物濃度に大きな変

化はみられず、微生物担体処理では下水処理水に残存

する有機物はほとんど除去されないことが確認され

た。 
 

2.2.2 反応槽水温と LAS除去の関係 

水温コントロール無しの反応槽とヒーターを用い

て水温コントロールした反応槽の LAS 除去特性を図-
4 に示す。前述の 2.2.1 形状・容量が異なる反応槽の

LAS 除去特性比較で得たデータも併せて図中に示し

た。水温コントロール無しの反応槽の水温は 10～13℃
（平均 11℃）、水温コントロールした反応槽の水温は

19～22℃（平均 21℃）であった。実験は複数回行って

おり、流入水の LAS 濃度は 0.75～1.3mg/L であった。

図-4に示すように両反応槽とも約2時間の処理でLAS
濃度は環境基準の河川・生物特 Aで設定された基準値

0.02mg/L の 10 倍濃度（0.2mg/L）以下となった。 
また、有機物指標の DOC 分析結果を図-5 に示す。

DOC濃度は、反応槽水温が 11℃では、HRT が長くなっ

ても大きな変化は見られないが、水温 21℃では 20％
程度の減少がみられた。反応槽水温を 21℃程度に加温

することにより、下水処理水に残存する有機物を約

20%除去できることが分かった。 
各調査の流入水 LAS 濃度が異なることから、それ

 

図-2 反応槽（A）、（B）の LAS 除去特性 
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図-3 反応槽（A）、（B）のDOC除去特性 
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図-4 異なる反応槽水温における LAS除去特性 
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ぞれの実験装置流入水の LAS 濃度を C0、微生物担体

処理水の LAS濃度を Cとして C/C0を算出し、HRT と
C/C0の関係を図-6 に示す。C/C0の減少が 1 次反応と仮

定し反応係数 k1 (1/h)を求めた。 
バラツキが見られるものの反応槽水温 11℃で反応

係数 1.19、反応槽水温 21℃で反応係数 1.24 が求めら

れた。この関係式より、反応槽の平均水温が 11℃、21℃
ともLAS除去率90％を得るのに必要な処理時間（HRT）
は、約 2 時間であることが分かる。また、99％除去に

は約 4時間の処理時間が必要である。 
 
 

3. 下水処理水に残存する医薬品等のスポンジ担体

処理 

3.1 実験方法  

3.1.1 実験装置 

実験装置フローを図-7 に示す。実下水を実験装置に

流入させ、活性汚泥法による二次処理を行い、得られ

た処理水を砂ろ過装置でろ過し、ろ過水を試験原水と

してスポンジ担体による高度処理実験を行った。ろ過

水は曝気により担体を片旋回流で流動させる曝気流

動槽（担体添加率 40%）と、担体を槽に充満させて固

定し、微曝気を行う微曝気固定槽（担体添加率 100%）
の 2 つにそれぞれ流入させて実験した。各槽の理論滞

留時間は 60 分ずつとし、曝気流動槽では滞留時間ご

との処理性を評価するため 2 槽直列として、1 槽目と

2 槽目で処理水を比較した。 
 

3.1.2 実験条件 

本試験の実験条件を表-1 に示す。本実験で使用した

担体は前年度の実験 13)で使用した担体を含む馴養後

の担体を引き続き利用した。RUN1 は直列の 1, 2 槽目

をそれぞれ RUN1-1、RUN1-2 とした。また、RUN2 の
流入部付近を RUN2-1、流出部付近を RUN2-2 と区別

し、運転終了時に担体を採取し、菌叢解析を行った。 

 

3.1.3 菌叢解析 

処理槽内の担体に付着する微生物担体の付着細菌

について、16S rRNA遺伝子配列に基づき菌叢解析を

行った。採取した担体は液体窒素により凍結させ、粉

 

図-7 実験装置フロー 
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図-5 異なる反応槽水温における DOC除去特性 

 

図-6 異なる反応槽水温における LAS除去速度 
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表-1 実験条件 

 

RUN1-1 RUN1-2

試験槽種類
微曝気
固定槽

試験原水
二次処理水
砂ろ過水

RUN1-1の

流出水
二次処理水
砂ろ過水

薬品添加 なし なし なし
担体添加率

[%] 40 40 100

HRT [分] 60 60 60

曝気状態 片旋回流 片旋回流
全面

微曝気
装置容量 [L] 8 8 6

実験期間 2017年 2017年 2017年

(サンプリング) 11～12月 11～12月 11～12月

備考 図-7中の① 図-7中の② 図-7中の③

RUN1 RUN2

曝気流動槽
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砕した後、Extrap Soil DNA Kit Plus ver.2（日鉄住金

環境）を用いて DNA 抽出を行った。抽出した DNA

を鋳型として真正細菌の 16S rRNA 遺伝子 V3-V4 領

域を標的としたプライマーを用い、PCR 増幅を行っ

た。PCR 増幅産物は AMPure XP kit（Beckman 

Coulter Genomics）を用いて精製した。DNAシーケ

ンシングにはMiseq reagent Kit v3（600サイクル、

Illumina）を用いて解析した。解析で得た各リードの

塩基配列のキメラチェックは USEARCH を用い、

Operational Taxonomic Unit (OTU)-picking および

クラスター解析はQIIMEを用い、97％以上の相同性

を持つ配列を同一 OTU とした。各 OTU の同定には

Greengenes データベース ver. 13_9 をリファレンス

とした。 

 

3.2 実験結果  

3.2.1 医薬品類の除去特性 

各実験条件における物質ごとの除去率を表-2 に示

す。RUN1 では、生物処理をさらに向上させるため

RUN1-1から 1-2へとそれぞれ 60分ずつ合計 120分の

HRT とし、その影響を検討した。また、RUN2 では、

生物分解速度が遅いと考えられる物質の除去率をさ

らに向上させるため、こうした物質の除去に関わると

考えられる増殖速度の遅い微生物を担体流動槽に比

べ保持しやすい担体固定槽を用い、さらにこれを微曝

気することによって、曝気なしの場合に比べ、より好

気的な条件とすることで改善を図った。上記に加え、

原水のSS増減による処理への影響が考えられたので、

原水を二次処理水のろ過水に変更した。 
RUN2 で AZM と CAM の平均除去率はそれぞれ

78％、58%であり、RUN1-2 の結果のそれぞれ 25%、
2.8%を上回った。しかし、TCSの平均除去率は RUN2
の 10%に対し、RUN1-1 で 39% 、RUN1-2 で 53%と、

曝気流動槽の HRT の 120 分が良好であった。RUN1 で
は HRT が長い条件で、AZM、CAM、TCSのいずれの

除去率も高くなる傾向だが、RUN2 の微曝気担体固定

槽と比べると、担体の流動による影響が大きい条件も

考えられる 
RUN1 および 2 の実験期間で各実験装置の担体を採

取し、生物付着量を測定して槽内の MLSS濃度に換算

した。各実験装置のMLSSと DO測定の結果を表-3 に
示す。RUN1-1, 1-2のMLSSは同程度で平均値をRUN1
の MLSSとした。担体を流動させない RUN2 はそれら

に比べ 3～4倍程度多いMLSSであった。また、DOは

各条件ともに 1mg/L 以上であり好気的な条件であっ

た。 
各物質の反応速度を図-8 に、各 RUN の平均 MLSS

から求めた単位 MLSS 当りの反応速度定数を表-4 に

示す。データは 2 点ではあるが、これまでの研究成果

から調査対象の各物質の微生物担体処理における除

去が一次反応で近似できると考えた 2)。単位MLSS当
りの AZM、CAM の反応速度は RUN2 が RUN3 に比べ

それぞれ 3 倍、15倍程度であり、TCSは逆に RUN1 が

表-2 各実験条件における物質ごとの除去率 

 

RUN1-1 RUN1-2 RUN2
平均 -1.5 25 78
範囲 (-19~8.3) (19~35) (73~83)
平均 -14 2.8 58
範囲 (-25~-2) (-2~16) (51~63)
平均 39 53 10
範囲 (35~48) (47~61) (-14~33)

AZM
除去率 [%]

CAM
除去率 [%]

TCS
除去率 [%]

表-3 各実験装置のMLSSと DO (mg/L) 

 

MLSS DO MLSS
DO

(入口)
DO

(出口)

2017/11/21 400 6.5 1,740 1.2 6.6

2017/12/5 950 6.6 2,960 2.9 4.4

2017/12/19 720 6.6 2,660 5.3 5.1

平均 690 6.6 2,450 3.1 5.4

RUN1 RUN2

 

図-8 各物質の反応速度 
 

表-4 各 RUNの単位 MLSS当たりの 
反応速度定数 （ng/(g-MLSS・時) 
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RUN2 の 9 倍となった。 
各物質の反応速度の違いについて、担体の流動に起

因する担体に付着する生物の蓄積・更新が影響したの

ではないかと考えられる。RUN1-1 と RUN2 では同じ

水質・容積負荷の流入水があるが、担体添加率 40%の
RUN1-1 に比べて、100%の RUN2 は担体 1L 当たりの

生物付着量が多かった。 
RUN1 では担体の流動によって担体同士や水槽内壁

と接触するため、生物膜が物理的に剥離し流出したと

考えられる。一方、RUN2 では担体の流動がないため

生物保持力が高かった。 
AZM、CAM は生物による吸着と分解が進むため、

分解微生物が有効に保持されたRUN2で除去効果が高

かったのではないかと考えられる。TCSは生物分解よ

りも吸着が主な除去メカニズムといわれており、担体

が流動することによって、生物が更新されると考えら

れるRUN1で除去率が高かったのではないかと考えら

れる。したがって、AZM、CAM と TCSでは生物処理

のメカニズムが異なるため、それぞれに適した処理条

件があることが考えられる。 
 

3.2.2 菌叢解析 

塩基配列解析の結果、各サンプルから取得した約 1

～3 万リードの塩基配列から、約 1,000 個の OTU が

得られ、系内に 0.1％存在する属以上の近縁な分類が

できた。図-9に各サンプルにおける門レベルおよび属

レベルの菌叢解析結果、図-10 に各サンプルの類似度

をウォード法によるクラスター解析結果を示す。

RUN1-1、1-2は表-1の実験条件の RUN1-1、1-2を、

RUN2-1、2-2は同様にRUN2を示すが、RUN2-1は

固定されている担体のうち、原水流入部の担体をサン

プリングし、RUN2-2は流出部の担体をサンプリング

していることを指している。担体が流動し、槽内が完

全混合のRUN1の条件に比べ、担体が固定され、押出

流れに近いと考えられる RUN2 では原水流入部と流

出部で菌槽に違いがある可能性を考慮した。菌叢を構

成する主な門は Proteobacteria、Planctomycetes、

Acidobacteria、Actinobacteria、Chloroflexiで、どの

系からも比較的高い割合で検出され、また、それぞれ

の細菌構成も類似していたが、クラスター解析の結果、

RUN1、RUN2が別々のクラスターに分類され、2カ

月という比較的短期間の実験であったが、リアクター

の運転条件が菌叢構成に大きな影響を与えているこ

とが確認された。また、Proteobacteria の中では、

 
図-9 菌叢解析結果（外側：門レベル、内側：属レベル） 

RUN2 の流入部付近を RUN2-1、流出部付近を RUN2-2 と区別している。 
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10.3%

3.1%

7.9%

1.3%
22.6%

14.5%

6.3%

1.7%

5.1%

13.7%

12.9%

10.3%

5.7%

6.9%

3.9%15.4%

16.6%

10.1%

2.0%
3.7%

13.0%

12.0%

5.0%

3.8%

6.8%

1.1%

26.1%14.9%

5.7%

4.4%

4.3%

17.3%

Other

14.9%

6.7%

2.8%

7.9%

19.2%
15.4%

7.4%

4.4%

2.6%

17.3%

1.4%
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Alphaproteobacteria 、 Betaproteobacteria 、

Gammaproteobacteria の順で検出され、RUN1 では

平均 14.7%、6.0%、3.1%の検出割合であったのに対し

て、RUN2では平均 16.0%、8.8%、3.2%と RUN1に

比べ若干高い割合で検出された。Proteobacteria に

限ったことではないが、細菌叢の違いは RUN1 と

RUN2 の運転条件の最も異なる部分である曝気方式

に対する細菌の酸素要求性の違いによるものと思わ

れる。属レベルの分類では、 Pirellulaceae 科

（Planctomycetes門）に近縁な細菌が最も高く、次い

で、同じく Planctomycetes門に属する Planctomyces 

sp.がどの系からも高頻度で検出され、特に、RUN1は

RUN2に比べ高頻度で検出された。通常の下水処理プ

ロセスにおける活性汚泥からは Planctomycetes 門が

高頻度で検出されることは極めて稀で、優占化してい

た細菌は、後段処理という低 BOD 下における貧栄養

的な環境を好む好気的従属栄養細菌であると思われ

る。Planctomycetes 門には嫌気的アンモニア酸化

（Anammox）細菌が含まれるが、今回、菌叢解析を

行ったサンプルからは、Anammox細菌として知られ

る Brocadia 属や Scalindua 属は検出されなかった。

Planctomyces sp.の次に多く検出されたのは、

Caldilineaceae 科（Chloroflexi門）に含まれる細菌で、

どの系からも 3.1-6.0％の割合で検出された。一般的に、

Chloroflexiは糸状性細菌で、下水処理場においてはバ

ルキングの原因細菌とされるが、膜分離活性汚泥法等

からも検出されており、難分解性有機物の分解に関与

する種もいることが報告されており、本実験系におい

ても難分解性物質の分解に関与している可能性が考

えられる 14)。また、Actinobacteria門は、RUN1、RUN2

ともに、流入部付近で多く、後段では検出割合が低下

した。Mycobacterium属のような多環芳香族化合物を

分解すると考えられる細菌は、医薬品のような難分解

性物質の分解に寄与しているものと考えられる 15）

Alphaproteobacteria 綱 Rhizobiales 目に含まれる細

菌も全ての系から検出された。Rhizobiales目には、紅

色非硫黄光合成細菌および絶対好気性光合成細菌が

含まれ、細胞が固形物に付着すると、その一端から新

しい細胞が出芽状に伸びて菌糸状になるものも知ら

れている。そのため、微生物担体から高頻度で検出さ

れた と考えられる 。未分 離培養門であ る

Deinnococcus-Thermi門に含まれるMeiothermus sp.

は、RUN1-1、RUN2-1に比べ、RUN1-2、RUN2-2で、

より多く検出された。Meiothermus sp.は一般に化学

合成有機従属栄養細菌であるが、一部、硝酸呼吸する

ことが知られている。 

 

4. まとめ 

4.1 下水処理水に残存する LAS の微生物担体処理 

1)LAS 濃度が 0.75～1.3mg/L の流入水を微生物担体

処理したところ、流入水中の LAS は約 2 時間の処

理で環境基準の河川・生物特 Aで設定された基準値

0.02mg/L の 10 倍濃度（0.2mg/L）以下となった。 

2)微生物担体処理における LAS 除去を 1 次反応と仮

定し反応係数 k1 (1/h)を求めたところ反応槽水温

11℃は反応係数 1.19、反応槽水温 21℃は 1.24が求

められた。 

3)反応槽の水温が 11℃、21℃の反応槽で LAS除去率

90％を得るのに必要な処理時間（HRT）は約 2 時

間、99％では約 4時間であった。 

4)微生物担体処理における水温の影響について、反応

槽水温が 11℃と 21℃で LAS 除去特性を比較した

ところ、LAS除去速度に大きな違いはみられなかっ

た。 

 

4.2 下水処理水に残存する医薬品等のスポンジ担体

処理 
1) HRT の増加によって AZM、CAM、TCSの除去率改

善がみられた。 
2) AZM、CAM は分解菌が多く保持されると考えられ

る RUN2 の条件で除去率が高い結果となった。 
3) TCSは吸着が主な反応と考えられ、生物が更新され

る RUN1 の条件は RUN2 のような担体当たりの生

物付着量が多く生物の入れ替わりが少ないと考え

られる条件に比べ除去率が高い結果となった。 
4) 医薬品等の生物分解しにくい微量化学物質では、同

じような好気性生物処理であっても、対象物質ごと

 

図-10 サンプル間のクラスター解析 
（属レベル） 
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に適した処理条件があると考えられ、担体付着生物

の SRT（固形物滞留時間）によると考えられる。 
5) それぞれの系から採取したサンプルの菌叢解析の

結果、0.1％以上の割合で検出されるリードについて、

近縁な種が同定できた。各菌叢構造は互いに類似す

るも、それぞれの環境に適した細菌構成に変化して

いることが示唆された。 
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13.2.2 公共用水域における消毒耐性病原微生物の管理技術に関する研究（公共用水域へ及ぼす越

流水の影響評価と対策技術の提案、高度処理法などによる病原微生物の不活化･除去の向上評価） 

 

担当チ－ム：材料資源研究グル－プ（資源循環担当） 

研究担当者：重村浩之、諏訪守、李善太 

 

【要旨】 

 社会活動に重大な影響を及ぼす新たな感染症の発生に伴い、法改正による監視強化や水循環基本計画に基づく新たな

衛生微生物指標等に着目した環境基準等の目標に関わる調査研究、合流式下水道について必要に応じた対策の実施、さ

らには感染症拡大を防止するなど地域に貢献できる下水道システムの構築が望まれている。 

本研究は、平成28～33年度にかけ、①消毒耐性を有する病原微生物に対応した代替指標の提案、②公共用水域へ及

ぼす越流水の影響評価と対策技術の提案、③高度処理法などによる病原微生物の不活化･除去の向上評価、④リスク要

因に応じた管理技術の提案、の各項目を達成目標に掲げ実施するものである。29 年度は、上記②、③の達成目標に関

わる調査･研究として、実態調査に基づき合流式下水道越流水対策技術の 1 つである雨天時活性汚泥法のノロウイルス

（Norovirus:NoV）削減効果を明らかにした。また、活性汚泥法による NoV の除去効率向上要因の解明のため、活性

汚泥中のタンパク質量とNoVの除去効果を評価した。 

その結果、雨天時活性汚泥法によるNoV負荷の削減効果は、反応タンク内のMLSS濃度に依存している傾向が見ら

れた。活性汚泥処理によるNoVの除去効果に活性汚泥中のペプチド量が深く関与している可能性が示唆された。 

キ－ワ－ド：合流式下水道越流水、ノロウイルス、タンパク質 

 

１. はじめに 

グローバル化にともなう多様な感染症を含め水系感染

症拡大防止に貢献できる下水道システムの構築は、社会

的優先度の極めて高い課題として、評価、対策技術を早

急に確立する必要がある。従来、大腸菌、一部のウイル

スを指標として衛生学的評価を行ってきたが、多種多様

な病原微生物の出現により、検出･対策技術の評価が困難

となることが予想される。分子生物学的手法の発展によ

り、社会活動に重大な影響を及ぼす病原微生物の知見が

集積されつつあり、新興感染症の病原微生物として一部

のウイルスや、再興感染症として多剤耐性菌などが大き

な社会問題１）２）となっているが、対策手法構築のために

必要な除去･消毒感受性の体系化された研究･調査は進ん

でいない。公共用水域の水質管理のためには、その水質

に大きな影響を及ぼす下水処理場にて、多様化する重大

な感染症要因である消毒耐性病原微生物への効率的な対

応を図る必要があり、包括的な観点に基づく評価手法を

構築した上で、対策手法を提案することが必要である。 

本研究では、上記を踏まえ、様々なリスク要因に対応

した包括的な観点に基づく評価手法の構築と､放流先水

利用や異常時･災害時に対応した水処理･消毒技術の開発

を目的とするものである。 

29年度は、達成目標である公共用水域へ及ぼす越流水

の影響評価と対策技術の提案に関わる調査･研究として、

越流水の対策技術として雨天時活性汚泥法による NoV

の削減効果、高度処理法などによる病原微生物の不活化･

除去の向上評価に関して、活性汚泥中のタンパク質の存

在量とNoVの除去効果を把握した。 

  

２．研究目的および方法 

2.1 公共用水域へ及ぼす越流水の影響評価と対策技術の

提案 

下水道の普及に早くから取り組んできた一部の自治体

においては、下水と雨水の排除を同一の管渠とした合流

式下水道を採用している。合流式下水道では降雨時にお

いて、雨水量が増加し下水処理場において処理対応が困

難になる場合には、未処理下水が公共用水域へ放流され

ることから、衛生学的な安全性を担保するため合流式下

水道越流水の対策技術の構築が必要となる。本研究にお

いては、越流水対策技術の1つである雨天時活性汚泥法

によるNoVの負荷削減効果を明らかにすることを目的

に、H市の下水処理場（嫌気好気法を導入：処理フロー

の概略は図-1）において実態調査を行った。晴天時の受

け入れ可能な流入水量である1Q分に対し、降雨時には

最大の受け入れ流入水量を3Qとし、2Q分の流入下水を

反応タンクの後段にバイパス流入させ処理を行うことが
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できる。本調査では、降雨時の雨天時活性汚泥法の運転

直後から終了時まで、流入下水、初沈流出水、二次処理

水を採水しNoV濃度を測定することで、その削減効果を

明らかにした。

　　 １Q 最大３Q
初沈 反応タンク

最大２Q（雨天時バイパス）

終沈
合流
下水

図-1 雨天時活性汚泥法の概略図
 

NoVの測定は、安定した定量値を得るため試料の濃縮

は PEG 沈殿法とした。PEG 沈殿法により回収した沈渣

をRNase-free水（遺伝子分解酵素を除去した水）に再浮

遊させてウイルス濃縮液とし、濃縮液中のウイルスは、

リアルタイムRT-PCR法により定量を行った。ウイルス

遺伝子の抽出は、ウイルス濃縮液から QIAamp Viral 

RNA Mini Kit（QIAGEN社）の抽出カラムを用いたグ

アニジン法とした。抽出した RNA に微量に含まれてい

る DNA を除去するため DNaseI 処理し、RNeasy 

MinElute Clean up Kit（QIAGEN社）でウイルスRNA

を精製した。上記で抽出したウイルス RNA 試料 0.5μg

をランダムプライマ－、Omniscript RT Kit（QIAGEN

社）を用い全量50μLの系で逆転写反応を行い cDNAを

作製し 5μL をリアルタイムPCR に供した。NVの検出

に用いたプライマ－、プロ－ブおよび反応条件は、「ノロ

ウイルスの検出法について」３）に準じた。リアルタイム

PCR 反応のための試薬は QuantiTect Probe PCR Kit

（QIAGEN 社）を用い、リアルタイム PCR 装置は

QuantStudio™ 12K Flex Real-Time PCR System

（Thermo Fisher Scientific）を使用した。逆転写反応に

使 用 す る 抽 出 RNA 量 は Spectrophotometer 

（NanoDrop 社製）により定量した。なお、ウイルス遺

伝子抽出カラムへのウイルス濃縮液の通水量は、検出濃

度にバラツキが生じないよう抽出カラム 1 本あたり

0.05mg-SS となるように統一した４）。他の水質分析項目

は濁度、SSとした。 

 

2.2活性汚泥中のタンパク質とNoV除去効果の関係 

NoVは、活性汚泥法により 2 log程度の除去効果が得

られるが、活性汚泥法の変法である生物学的高度処理法

では3 log程度に向上する報告がある５）。感染性胃腸炎の

流行により、流入下水中の NoV 濃度が高まることから、

放流先の水利用の状況によっては、下水処理場において

より高度な除去効果が必要となることも予想される。 

本項では、活性汚泥法によるNoVの除去効果を高める

ための 1 要因を明らかにすることを目的に、吸着効果に

関与が推定される活性汚泥中のタンパク質と NoV の除

去能力との関係を評価した。 

処理プロセスが異なる活性汚泥を評価対象として、生

物学的高度処理法を導入しているI下水処理場のA２/O法

の好気槽（A２/O法）、I下水処理場内の活性汚泥処理プラ

ントの反応タンクから活性汚泥（標準法）を各々採取し

た。各々採取した活性汚泥は、静置沈殿させ上澄液など

の取り除き量や流入下水を 10L添加することで、MLSS

濃度が 500、1,000、2,000mg/L となるように 20L の反

応系を 6ケース（2種類の活性汚泥×MLSS濃度が 3ケ

ース）作成した。この20Lの反応系を利用し回分実験と

して 7 時間の曝気混合後に混合液を採取、その後静置沈

殿させ上澄液を採水した。回分実験から得られた上澄液

についてはNoVとSSを測定した。NoVの測定法は上記

2.1と同様である。タンパク質については、20mLの試料

を 2,400×G、15 分間、4℃にて遠心分離を行い上澄液と

沈渣に分別し、上澄液には滅菌蒸留水を加え 20mLとし

タンパク質測定用試料とした。沈渣からのタンパク質の

抽出は抽出液を添加、超音波処理による手法を参照した
６）。抽出液として50mMりん酸緩衝液+1％SDSを20mL

になるまで添加、撹拌混合の後、10 分間の超音波処理、

その後、遠心分離により上澄液と沈渣に分別、同様の操

作を繰り返すことで 2 回の抽出操作を行った。最終的に

は、遠心分離･抽出処理後に得られた全ての上澄液をタン

パク質測定用試料としてBicinchoninic Acid（BCA法）

により測定を行った７）。BCA法における標準タンパク質

としては、牛血清アルブミンを希釈して利用した。また、

上澄液は透析膜により 3KDa 以下、3～10KDa 以下、

10KDa 以上に分子量分画を行った後にタンパク質を測

定した。 

 

３．研究結果および考察 

3.1 公共用水域へ及ぼす越流水の影響評価と対策技術の

提案 

 降雨時に越流水対策として雨天時活性汚泥法（嫌気好

気法）を導入している H 市下水処理場における NoV 負

荷の削減効果の調査結果を図-2 に示す。これは過去に得

られた調査データを加え整理した結果である。全調査時

における降雨状況は、時間最大降雨量が 2.0～18.5mm、

累積降雨量は 9.5～54mm であった。また、最大バイパ

ス流量は 0.3～1.7Q であった。雨天時活性汚泥処理時に

おけるNoV負荷の削減効果は、流入負荷量を1とし流入

負荷量に対する処理水の負荷量比を求めたところ 0.002

～0.115であった。雨天時活性汚泥処理を実施しなかった

とすると、晴天時の受け入れ可能な流入水量である 1Q
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分を超過した NoV の負荷が公共用水域へ直接放流され

ることとなることから、雨天時活性汚泥処理により放流

先河川水への負荷を大幅に低減しているものと考えられ

た。処理水の負荷量比に大きな違いが見られたことから、

その要因を推定するため雨天時活性汚泥処理時における

反応タンク内のMLSSとNoV流出負荷の関係について、

整理した結果を図-3 に示す。雨天時活性汚泥処理開始当

初の反応タンク内（バイパス流入槽の前段での評価）の

MLSSは約 1,500～1,700mg/Lで推移していたが、NoV

の流出負荷はMLSSに依存しており、MLSSを若干高め

ることで NoV 負荷の削減効果が高まる傾向が見られた。

併せて図中に雨天時活性汚泥処理時間を記したが、3.3～

13.8 時間の間で NoV 流出負荷との関連性は認められな

いため、処理時間の長短よりも反応タンク内のMLSSが

NVの除去性に影響を及ぼす可能性が示唆された。 

一方、MLSS を若干高めることで雨天時活性汚泥処理

時における処理水のSSの変動が懸念されたため、MLSS

と処理水の平均 SSを整理し図-4に示す。MLSSを高め

ても処理水の平均 SS 濃度は上昇傾向を示しておらず、

SS の観点から処理水質へ及ぼす影響は小さいものと考

えられた。 
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図-2 雨天時活性汚泥法によるNoV負荷の削減効果
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図-4 反応タンクのMLSSと処理水のSSとの関係  

3.2活性汚泥中のタンパク質とNoV除去効果の関係 

回分実験時のMLSSの測定結果を表-1に示す。曝気混

合開始から間もない1時間後において混合液のMLSSを

測定したが、設定濃度に対して実際には実験1では若干

高く、実験2では全体的にやや低い状況となった。曝気

混合7時間後では回分実験開始当初の濃度と比較して若

干の濃度上昇が見られたことから、実験時における活性

汚泥の性状としては問題がないものと考えられた。 

500 1,000 2,000 500 1,000 2,000

曝気混合1h 650 1,200 2,400 580 1,100 2,100

曝気混合7h 660 1,300 2,500 600 1,100 2,200

曝気混合1h 670 680 1,800 410 770 1,500

曝気混合7h 700 730 2,000 440 840 1,600

表-1　MLSSの測定結果

実験1

実験2

設定MLSS濃度

（mg/L）

A
2
/O法 MLSS濃度 標準法 MLSS濃度

 

 

次いで、回分実験後における混合液のタンパク質量と

上澄液中の NoV 濃度との関係について図-5～7、表-2 に

示す。なお、分子量分画において10KDa以下のものをペ

プチド､10KDa 以上をタンパク質として整理した。

MLSS濃度が設定濃度に対して実験 2では低かったため、

実験1に比較して実験2の上澄液のNoV濃度が全体的に

高濃度になったものと推定された。曝気混合 7 時間後に

おける 3KDa 以下のペプチド量と上澄液の NoV 濃度と

の関係について図-5に示す。ペプチド量と上澄液のNoV

濃度との間には高い相関関係があり、活性汚泥中のペプ

チド量の増加に伴って NoV 濃度が低くなる傾向が見ら

れた。ペプチド量とタンパク質量を表-2 に整理したが、

3KDa 以下のペプチド量は標準法に比較して A２/O 法で

は3～6倍量多かった。A２/O法における3KDa以下のペ

プチド量が最大値（5.8～8.0g/20L）での上澄液の NoV

濃度は2.9×10５～3.6×10５copies/L、標準法の最大値（0.92

～2.1g /20L）では 6.9×10５～1.6×10６copies/L となって

おり、上澄液のNoV濃度はA２/O法と標準法で最大で6

倍程度の違いが見られた。また、標準法における 3KDa
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以下のペプチド量が最小値（0.1～0.22 g / 20L）でのNoV

濃度は 1.7×10６～8.6×10６copies/L に上昇しており、A２

/O法の 3KDa以下のペプチド量が最大値でのNoV濃度

と比較して30倍程度高まった。 
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図-5 3KDa以下のペプチド量とNoV濃度の

実験1：

実験2：

R２＝0.93

R２＝0.80

 

図-6 には 3～10KDa 以下のペプチド量と上澄液の

NoV濃度との関係について整理した。活性汚泥中のペプ

チド量と上澄液の NoV 濃度との間には相関関係があり、

3～10KDa 以下のペプチド量の増加に伴って NoV 濃度

が低下していた。3～10KDa 以下のペプチド量は、標準

法に比較してA２/O法では2～10倍量多かったが、3KDa

以下のペプチド量よりも全体的には 1 オーダー程度低い

状況にあった。 
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図-6  3～10KDa以下のペプチド量とNoV濃度の関係
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分子量分画を 10KDa 以上としたタンパク質との関係

について整理した結果を図-7 に示す。タンパク質量の増

加によりNoV濃度の低下傾向が見られた。標準法に比較

してA２/O法の活性汚泥は、10 KDa以上としたタンパク

質量が1.2～2.5倍量多くなっていた。 

A２/O法の活性汚泥は、標準法に比較してタンパク質や

ペプチドの含有量が多く、特にペプチド量に大きな違い

が見られた。これらの結果から、活性汚泥によるNoVの

吸着除去効果にペプチド量が深く関与している可能性が

示唆された。 
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図-7  タンパク質量(10KDa以上)とNoV濃度の関係
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実験1：
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実験1

（g/20L）

実験2

（g/20L）
A2/O法／標準法の比

（最小と最大の比）

A2/O法 0.40～5.8 0.60～8.0

標準法 0.10～0.92 0.22～2.1

A2/O法 0.03～0.93 0.05～1.3

標準法 0.01～0.09 0.03～0.17

A2/O法 2.1～21.0 3.1～24.0

標準法 1.1～8.5 1.8～20.0

表-2　ペプチド量とタンパク質量の比較

3KDa以下

（ペプチド）

3-10KDa以下

（ペプチド）

10KDa以上

（タンパク）

3～6倍

2～10倍

1.2～2.5倍

 

 

４．まとめ 

本研究は、様々なリスク要因に対応した包括的な観点

に基づく評価手法の構築と、放流先水利用や異常時･災害

時に対応した水処理･消毒技術の開発を目的とするもの

である。29年度は、実態調査に基づき合流式下水道越流

水対策技術の1つである雨天時活性汚泥法のNoV削減効

果を明らかにした。また、活性汚泥法によるNoVの除去

効率向上要因の解明のため、活性汚泥中のタンパク質量

とNoVの除去効果を評価した。以下に得られた結果を示

す。 

「公共用水域へ及ぼす越流水の影響評価と対策技術の提

案」 

1) 雨天時活性汚泥法による NoV 負荷の削減効果は、反

応タンク内の MLSS 濃度に依存している可能性が示唆

された。 

2) 反応タンク内のMLSSを高めても処理水のSSは上昇

傾向を示しておらず、SS の観点から処理水質へ及ぼす

影響は小さいものと考えられた。 

「高度処理法などによる病原微生物の不活化･除去の向

上評価」 

3) 活性汚泥中のタンパク質量とペプチド量の増加に伴

って、上澄液のNoV濃度が低くなる傾向が見られた。 

4)  A２/O法と標準法において、活性汚泥中のペプチド量

に大きな違いが見られたため、NoV の吸着除去効果に

ペプチド量が深く関与している可能性が示唆された。 
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13.3  停滞性水域の底層環境・流入負荷変動に着目した水質管理技術の開発 

13.3.1  底層環境に着目した停滞性水域における水環境管理技術に関する研究（結氷する汽

水湖の生物生息環境への支配要因の機構解明、結氷する汽水湖の貧酸素化予測手法の高度化） 
担当チーム：寒地水圏研究グループ（水環境保全） 

研究担当者：新目竜一、谷瀬敦、杉原幸樹 

 

【要旨】 

 汽水性指標生物であるヤマトシジミ資源量保全のため、国内漁場の北限である天塩川水系(天塩川、サロ

ベツ川、パンケ沼)を対象に調査、検討を行った。天塩川水系では塩淡二層構造で塩水遡上しており、塩淡

境界標高を本川淡水流量で推定する手法を提案した。この手法による解析の結果、天塩川水系では雨量増加

による河川流量の増加によって塩水環境が劣化し、シジミ漁獲量が減少していることが示唆された。流量増

加に対する塩水環境の保全適応策として、棚状地形の効果について数値モデルで検討を行った。その結果、

淡水の単位幅流量が減少するほど、塩水遡上が助長され、棚状地形の造成が有効であることが示唆された。 

次に塩淡境界をもつ汽水湖の網走湖において、塩水層の貧酸素改善を目的に気液溶解装置(WEP)による酸

素供給時の水質変化について実水域で実験的な検討を行った｡その結果、現地の水に溶存酸素を約 40mg/L
まで溶解可能であった｡現地の貧酸素水塊には毒性物質である硫化水素が 130mg/Lの高濃度で蓄積しており、

酸素供給によって水中の硫化水素を固体硫黄へ酸化させる反応が優先して、硫化水素を無害化可能であるこ

とが明らかとなった｡また、現地に気液溶解装置(WEP)の試験プラントを建設し、運用を開始した結果、実

水域においても任意水深に酸素供給が可能であり、硫化水素の無害化が可能であることが確認された。 

 

１．河川汽水域について 

 

 ヤマトシジミ(以下シジミと略す)は我が国における重

要な水産資源であるが、国内の生産量は1970年の5.6万ト

ンをピークに減少を続け、2012年では0.8万トンにまで減

少し、2015年まで1万トンほどで推移している1)。国内の

シジミ漁場の北限である天塩川水系(天塩川、サロベツ川、

パンケ沼)においても生産量が減少しており、特にパンケ

沼では深刻な問題である。シジミの生息や再生産のため

には、塩分濃度、水温、溶存酸素、底質粒度組成が重要

であることが知られている2)。湖沼においてはシジミ資

源量の改善を目標に様々な研究が行われている。中村ら
2)のシジミの環境耐性や産卵条件など生態学的研究や鶴

田ら3)は数値モデルによる資源量推定や産卵環境評価を

報告している。一方で、天塩川の河川域では塩水遡上の

実態4)、5)については報告例があるが、シジミとの関係性

は不明である。また、 関口・水野6)は木曽川・揖斐川・

長良川においてシジミの生息分布より浮遊幼生の着底環

境を保全することが重要としているが、河川流量や塩分

遡上に関して指標化には至っていない。河川域ではシジ

ミ生息環境に対する知見が不十分であり、有効な保全策

を検討するうえで課題となっている。 

 既往研究において天塩川7)およびサロベツ川8の調査結

果から、天塩川において塩水遡上は塩淡二層構造を有し、

塩淡境界面の標高は淡水流量で推定できることがわかっ

ている。さらに、サロベツ川の塩水遡上頻度は集水域降

雨量の増加による河川流量の増加によって減少している

こと、シジミ漁獲量は河川流量の増加と逆相関にあるこ

とを明らかにした。これらの結果はシジミ資源量の保全

策に河川流量を指標とできることを示唆している。 
そこで、本研究は天塩川水系におけるシジミ資源量を

回復するための対応策を検討した。本研究では塩分に着

目し、好適塩分環境を保全する対応策について検討する。

まず、過去 10年の塩分観測結果、シジミ資源量、河川流

量について関係性を整理し、一次元二層モデルによって

河道形状の違いによる塩水遡上状況の変化を検討した。 
 

２．河川汽水域の対象流域 

 

本研究は図-1 に示す北海道北部に位置する天塩川(流
路延長 256 km、流域面積 5,590 km2)、および天塩川の支

川であるサロベツ川(流路延長85 km、流域面積655.4 km2)、
およびサロベツ川に接続するパンケ沼(水面積 3.55 km2、

平均水深 1.5 m)を対象とした。 
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天塩川では河口から 19.4 kmまで塩水が遡上すること

が知られており 5)、この間の河床勾配は 1.5万分の 1ほど

である。なお、塩水が遡上する区間に合流する主な支川

はサロベツ川のみである。また、河口から 30 km上流に

設置されている円山(まるやま)水位・流量観測所では水

位に長周期の潮位影響がみられるが、塩水の遡上は確認

されていない。なお、図-1 中 KP は河口からの距離を表

し、KP7.8は河口から 7.8 km上流であることを示す。  
サロベツ川は国立公園であるサロベツ原野内を流れ、

ラムサール条約に登録された湿原域も含まれる。天塩川

河口から 11.8 kmで合流し、合流点から 6 km上流でオン

ネベツ川、12 km上流でパンケ沼が接続している。また

パンケ沼にはパンケオンネベツ川が流入している。サロ

ベツ川の河床勾配は 5万分の 1以下であり、合流点から

20 kmほどまで潮汐による水位変動が確認されている。

パンケ沼におけるシジミ漁獲量は1985年の520トンをピ

ークに減少し、近年では 5トンを下回り、2015年からは

休漁となっている。なお、本研究での観測データは著者

らが観測したものに加え、国土交通省北海道開発局留萌

開発建設部(以下、留萌開建)が観測したデータを整理し

たものである。 
 

３．天塩川水系における塩水遡上の特徴 

 

３．１ 遡上形態 

本研究ではシジミの再生産回復を目指し、産卵に有利

となる塩分濃度に着目した。図-2にサロベツ川での塩水

遡上状況を示す。2015年 6月 25日に鉛直観測機器（JFE
アレックCompact-CTD）を用いて、200 m毎に合流点か

らパンケ沼までの塩分分布の観測結果である。図に示す

ように明瞭な二層構造を形成して塩水が遡上している。

また、既往 7)の観測結果(2015 年 7 月～10 月)から天塩川

本川の流速分布を図-3に示す。下層の黄～赤色部は遡上

する流れを示し、塩水は明瞭な二層構造を形成すること

を確認している。天塩川水系では高潮時以外は潮汐周期

によらず、KP3.0 より上流で二層構造が常に観測され、

境界付近の塩分濃度は40 cm間で1 PSU程度から33 PSU
に変化する。なお、出水時には塩水が押し流される挙動

は確認したが(図-3 青色部参照)、塩淡境界が破壊・混合

する挙動は観測できていない。このように天塩川水系で

は本川および支川でも塩水遡上は明瞭な塩淡境界を有す

る弱混合型で遡上している。著者は天塩川では、KP19
ほどまで海水が遡上し、塩分濃度 30PSUを塩淡境界とし

て境界標高は本川流量で定式化できることを報告した 7)。

図-4に天塩川KP7.8における境界標高と円山観測所流量

(以下、円山流量)の関係を示す。境界標高は淡水流量の

対数型で近似でき、淡水流量が多いほど境界標高が低下

する。サロベツ川合流点であるKP11.8での留萌開建によ

る超音波流速計の調査結果からも、塩淡境界標高は立式

可能であり、境界標高の縦断推定状況を確認した。KP7.8 
と KP11.8 の境界標高の推定式から両地点間の直線外挿

することで縦断的な境界標高位置を推定した。2006年 6
月 19 日に留萌開建で実施された音響測深機による密度

境界の縦断観測結果と本研究での塩淡境界標高推定値は、

図-5に示すように実測値とほぼ一致した。この手法によ

2Km
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図-1 対象位置図 
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図-2 サロベツ川の塩水遡上状況(2015/6/25) 

図-3 天塩川KP7.8流速の鉛直分布の時系列変化 
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図-4 天塩川KP7.8の境界面標高と流量の関係 
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り河道形状が大きく変化しないかぎり、上流 1点の流量

データによって縦断的な塩淡境界を推定でき、かつ過去

の塩水環境データの復元が可能であることが示唆される。  

 

３．２ 地形の特徴 

次にサロベツ川に塩水が遡上するための条件を整理す

る。図-6に天塩川からサロベツ川、パンケ沼に至るまで

(図-1 中の赤線ルート)の最深河床標高の縦断図を示す。

KP11.8でサロベツ川が合流し、天塩川では標高-5.3 mで

あるが、サロベツ川では標高-3.2 mである。塩水遡上が

二層流を形成する特徴からサロベツ川に塩水遡上するた

めには、天塩本川の塩淡境界標高が標高-3.2 m以上でな

ければならない。また、パンケ沼入口の KP23.8 相当で

は河床標高は-2.8 mとなり、パンケ沼に塩水が遡上する

には、少なくとも天塩川の塩淡境界標高-2.8 m以上が必

要であることが示唆される。現状の河川断面形状では塩

淡境界標高-2.8 m以上のためには天塩本川の淡水流量が

110 m3/s以下の条件が必要となる。  
 

３．３ 河川流量との関係 

パンケ沼の塩分値と天塩川の淡水流量(円山流量)の経

年的な関係を図-7に示す。なお、塩分は冬期間結氷でデ

ータが取得されていないため、塩分と流量は各年 4 月 1
日～11 月 30 日までの平均値をまとめた。図より天塩川

の平均流量が多いほどパンケ沼の平均塩分値が低く、平

均流量が少ない年は平均塩分値が高い傾向が見られる。

そこで円山流量の年平均値に対してパンケ沼の平均塩分

値および年最大塩分値を図-8に示す。2013年(350 m3 / s
の塩分最大値参考)のデータなど、やや分散が大きくなる

が、平均流量が増加するほど平均塩分および最大塩分値

は低下する傾向を示した。なお、サロベツ川流量につい

ても同様の解析を行ったが、サロベツ川の流量観測点に

おいて全層逆流する場合もあり、分散がさらに大きくな

る結果となるが、相関関係は不明瞭ではあるものの本川

と同様の傾向を示した。 
次に図-7中で特徴的な 2007年と 2010年について年間

の変動を示す。図は円山流量およびKP11.8の塩淡境界標

高(円山流量より推定)とパンケ沼の塩分値を示す。2007
年(図-9)は6月1日より塩分が上昇し、7月20日に18 PSU
まで上昇を続け、8 月 3 日の降雨によって塩分値が低下

するが、9月 15日には 19 PSU まで上昇した。このとき

の河川流量は 6月 1日より 80 m3 / s程で推移し、8月 3
日まで目立った降雨がなく、10月まで低流量を維持した

年であった。合流点に相当するKP11.8の推定境界標高を

みると約-3 m以上のとき塩分が上昇傾向を示し、-3 m以

下で塩分が低下していた。境界標高と塩分値の上下動は

12 時間～3 日程度の時間差がみられるが、境界標高が-3 
mを下回るとパンケ沼の塩分は速やかに低下して、淡水

化する挙動を示していた。 
次に、2010年(図-10)は融雪出水が長引いた上、6月 28

日に降雨があり流量は 150 m3 / s以上を維持していた。7
月 20日に高強度の降雨があり、9月 26日まで 200 m3 / s
前後の流量を維持していた。パンケ沼の塩分もほぼ上昇

することなく、夏期でも 3 PSU程までしか上昇せず、継

続期間も 2日ほどで塩分が低下する年であった。このと

きの境界標高は-3 m 以上となることは 2007 年に比べて

少なくなっていた。 
これらの挙動から天塩川水系の塩水環境は円山流量に

よってほぼ評価可能であることが確認された。このこと

は本川の淡水流量によって、支川域を含めて塩分環境を

推定可能であることを示している。一方で、パンケ沼で
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のシジミ再生産を想定すると 9)塩分濃度の上昇と高塩分

濃度の継続時間の長期化が必要と考えられる。 
既往研究より 7)、8)、パンケ沼はサロベツ川の自流淡水

量が卓越するため淡水化する水理構造を有している。天

塩川とサロベツ川の近年の平水流量は約 130 m3 / s、30 m3 

/ sであり、30年前は約 100 m3 / s、10 m3 / sで平水流量の

増加が顕著である。特に夏期の高水温期に降雨量が増加

傾向であるため、サロベツ川流量の増加によって淡水化

が助長され、天塩川流量の増加によって塩水遡上が抑制

される傾向であることが推定される。そのためシジミ再

生産が減少し、漁獲量の減少となる可能性を示唆した。

サロベツ川の流量増加は塩水遡上を抑制するが、天塩川

の集水域が大きいことや塩水遡上は天塩川から分流する

ことなどから、天塩川の影響が強いと考えられる。また、

図-11 にパンケ沼の年間シジミ漁獲量とサロベツ川およ

び天塩川(円山観測所)の平均流量の関係を示す。河川流

量の増加に伴い、シジミ漁獲量が減少する傾向を示して

いる。この結果からも、天塩川水系の流量増加によって、

塩分環境が劣化してシジミの再生産が抑制されていると

推察される。前述のように、パンケ沼に自然に塩水遡上

するには天塩川流量が 110 m3 / s以下が望ましく、降雨な

ど流量増加の影響を効果的に低減できる方策が重要とな

る。このような流量増加に対応するためには、ダムや遊

水池など流量制御の手法も考えられるが、本研究では流

量が 200～300 m3 / sほどでも塩淡境界標高を上昇させら

れる手法の検討を行った。 
 

４．断面形状による塩水遡上の検討 

 

４．１ 横断形状の変化 

図-12 に天塩川 KP7.8 の 1969 年と 2007 年の横断測量

成果を示す。KP7.8 の平水位は 0.3m である。1969 年の

天塩川では標高-3 m前後に棚状地形が存在し、水深が 2 
m以上ある水面幅が 2007年より 50 mほど広かった。こ

のような地形的な違いはKP0～11.8 までの間に所々にみ

られる。棚状地形が消失した理由は不明であるが、河川

改修や鋤簾漁、土砂堆積などの影響と考えられる。天塩

川の塩水遡上は二層構造のため、断面形状の影響を反映

した塩水遡上計算を行って、効果を検討した。 
 

４．２ 一次元二層流モデルによる効果の試算 

４．２．１ 計算条件 

本研究では棚状地形の効果を把握するため、定性的な

検討を行う。採用したモデルは吉川ら 10)の一次元二層流

モデルとした。詳細は割愛するが、淡水層と塩水層の連

続式と運動方程式は式(1)～(4)、摩擦勾配は式(6)、(7)で
ある。h [m]：水深、Q [m3 / s]：流量、B [m]：川幅、i0：
河床勾配、if：摩擦勾配、ρ：液体密度でKnudsen式、fi：

図-9  円山流量、パンケ塩分、境界標高の変化(2007) 

0
500
1000
1500
2000
2500

0
4
8
12
16
20

4/1 5/31 7/30 9/28 11/27

流
量
(
m
3 /
s）

塩
分
(
PS
U)

塩分(パンケ) 流量(円山)

-5
-4
-3
-2
-1
0

0
4
8
12
16
20

4/1 5/31 7/30 9/28 11/27

境
界
標
高

(
m)

塩
分
(
PS

U)

塩分(パンケ) 境界標高(KP11.8)

0
500
1000
1500
2000
2500

0
4
8
12
16
20

4/1 5/31 7/30 9/28 11/27

流
量
(
m
3 /
s）

塩
分

(
PS
U)

塩分(パンケ) 流量（円山）

-5
-4
-3
-2
-1
0

0
4
8
12
16
20

4/1 5/31 7/30 9/28 11/27

境
界
標
高
(
m)

塩
分

(
PS
U)

塩分(パンケ) 境界標高(KP11.8)

図-10 円山流量、パンケ塩分、境界標高の変化(2010) 
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図-11 パンケ沼シジミ年漁獲量と平均流量の関係 
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界面抵抗係数でフルード数とレイノルズ数の関数である

金子式、fb：河床粗度抵抗係数でマニング式 で算出した。

添え字 1は淡水層、2は塩水層を表す。  
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ここで、吉川らのモデルは一次元のため淡水層と塩水

層の川幅が同一である。そこで、棚状地形は図-13 に示

すように淡水層の単位幅流量を考慮し、一次元の淡水流

量に割り戻して設定した。ここで、棚状部の摩擦勾配、

塩淡境界が棚上となった場合の算出、棚の高さの影響な

ど課題が多いが、淡水層の川幅による塩淡境界標高の影

響については定性的に評価できると考え、棚状部に関す

る摩擦勾配等は考慮しないこととした。  
計算条件は塩水川幅(B2)は 250 m、河床勾配 1 / 15000、

マニング粗度係数 0.025、矩形断面を縦断距離 26 km、全

水深 6 mで水路を設定した。下流端の境界条件である潮

位は実測値をもとに 0.3±0.5 mの 24時間周期の正弦波で

与え、上流端の境界条件である淡水流量を単位幅流量見

合いで 0.1～1  m2 / sの間で試算を行った。遡上する塩水

濃度は変化しないとして 33 PSU とし、淡水と塩水の水

温は 15 °Cで一定とした。Δx = 200 m、 Δt = 1 sとして任

意上流端流量を一定とした場合の 7日後の出力値を結果

とした。図-14 に算出結果例を示すが、図中の塩水到達

距離およびKP7.8 相当の塩淡境界標高をとりまとめた。 

４．２．２ 算出結果 

 図-15 に単位幅流量と塩水到達距離の関係を示す。塩

水到達距離は最長で 18 kmに到達する。しかし単位幅流

量が 0.4 m2 / sで 9 km未満となる結果となった。また、

単位幅流量0.4 m2 / sが単位幅流量に対する塩水の遡上距

離の変化量の変曲点となる結果となり、水路幅 250 mで

は流量規模は 100 m3 / sに相当する。実河川の水路幅も約

250 m であり、図-4、図-8 からも淡水流量が減少するほ

ど塩淡境界標高が上昇することから、塩水到達距離がよ

り伸長することが推察される。このように淡水流量が減

少するほど塩水遡上が助長される傾向は一致している。  
次に図-16 に KP7.8 相当の塩淡境界標高と淡水の単位
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図-16 単位幅流量と塩淡境界標高の関係 

図-17 流量規模毎の単位幅流量 
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幅流量の関係を示す。単位幅流量が0.4 m2 / sまではKP7.8
に塩水が到達しているため、境界標高が算出される。単

位幅流量が 0.5 m2 / s以上では塩水が到達しないため、塩

淡境界標高は河床高になっている。このとき単位幅流量

が小さいほど塩淡境界標高が高くなる結果となった。実

際の天塩川では単位幅流量 0.4 m2 / sのとき、KP7.8の塩

淡境界標高は-2.5 m、塩水到達距離は 14 km程であり、

計算結果は塩水遡上を過小評価している。しかし、淡水

流量の増加によって塩淡境界標高が低下し、塩水到達距

離が短縮するなど、定性的な挙動は概ね評価できると思

われる。ここで、算出される全水深(h1+h2)は単位幅流量

が大きいほど深くなるが、今回の計算では、流量の変化

幅に対する全水深の差は 3 cmほどであった。淡水の単位

幅流量が減少すると h1が減少するが、補うように h2が

増加するために塩水遡上が助長される結果となった。ま

た、塩淡界面の摩擦係数は淡水層のフルード数とレイノ

ルズ数で算出している 12)。単位幅流量が減少すると淡水

流速も減少するため界面摩擦も減少するため、塩淡境界

標高が上昇し、全水深がほぼ変化しないと推察される。

以上の結果から、塩水遡上を促進させるためには淡水の

流速を減少させること、単位幅流量を減少させること、

淡水川幅を拡幅することが有効であることがわかった。 
４．２．３ 塩分供給方策の検討 
淡水の単位幅流量を減少させることで、塩淡境界面標

高が高くなることが示唆された。近年の降雨の増加、平

水流量の増加傾向 10)、さらに図-10 の挙動からも、淡水

流量 200 m3 / s程度でも塩水が遡上可能であれば、パンケ

沼の塩分濃度も産卵に適した環境を、より長期間維持で

きる可能性がある。そこで流量規模毎に川幅と単位幅流

量の関係図を図-17に示す。図中には淡水流量が 100 m3 / 
s、200 m3 / s、300 m3 / sの場合を示す。ここで淡水流量

が 100 m3 / sのときの塩淡境界標高を淡水流量が 200 m3 / 
sになった場合でも維持するためには、単位幅流量を 0.4 
m2 / sとする必要がある。このとき淡水層川幅が 500 m必

要となる。現状の断面を考慮(図-12参照)すると、高水敷

を掘り下げることで対応しうる堤外空間は存在する。し

かしながら、河口から縦断的に水面幅を拡幅することは

現実的ではない。加えて本研究で行った計算では棚状部

の水深は h1となるため、概念的には上流に向かい棚状部

が塩淡境界標高に沿って深くなる欠点がある。今後はよ

り詳細に地形効果を検証する必要はあるが、単位幅流量

を減少させることで、塩水遡上が促進される傾向は変化

しないと考えられる。よって川幅の拡幅、棚状地形の造

成は塩水遡上の促進に一定の効果があると想定される。

さらに河積の増大、生物生息場としての副次的な効果も

期待される。また、パンケ沼への塩水供給のため、天塩

川とサロベツ川の合流部およびパンケ沼入口部の掘削も

考えられる。しかし、パンケ沼の水理構造 10)から淡水化

傾向が卓越するために、掘削により淡水化が助長される

ことが想定される。この点からも本川での流量増加に適

応した塩水遡上促進策が重要となる。 
 

５．湖沼汽水域について   

 

 汽水湖は塩水と淡水が共存する特殊な環境のため、生

物生息環境として重要な水域である｡特に内水面漁業に

おいてはサケ、マス、ヤマトシジミなど2014年の約3万t
の漁獲量の内、汽水域の漁獲量割合は約70％を占めてい

る1)｡このなかで、シジミ漁獲量は1970年の5.6万トンをピ

ークに減少を続け、2012年では0.7万トンにまで減少して

いる1)｡シジミ漁獲量のうち約60％は北海道と青森県で

漁獲されており、その漁場はいずれも結氷する汽水湖で

ある｡シジミの生息や再生産のためには、塩分濃度、水温、

溶存酸素、底質粒度組成が重要であることが知られてい

る2)｡しかし、既往研究11),12),13)においては主に夏期の挙動

について検討され夏期に発達する貧酸素水塊および塩分

の挙動に注目し、シジミの生息環境を評価している｡加え

て、ダム、湖沼、海域など停滞性水域における底層貧酸

素化は漁業や水質の面で多くの問題となっている｡これ

ら底層溶存酸素は生物生息環境の保全・再生を目的とし

て新たに環境基準に加えられている｡ 
これまでも底層貧酸素改善を目的に多くの研究がなさ

れ14),15),16)、現地観測や貧酸素化プロセス、モデル化によ

る数値計算などが行われている｡また酸素供給等による

直接的な改善に関する研究も数多く行われている｡小松

ら17)は淡水池の隔離水界において、表層水を底層に供給

した場合に溶存酸素(DO)がわずかに回復し、栄養塩濃度

の低下が起こることを報告している｡道奥ら18)は、ダム貯

水池でマイクロバブルによる曝気によって、DO回復と栄

養塩低下、鉛直混合の促進が起こることを報告している｡

今井ら19)は高濃度酸素水製造装置によってダム貯水池で

酸素供給試験を実施し、酸素供給と栄養塩濃度の低下を

報告している｡これらは、淡水域の酸素供給は実施可能で

あり、酸素を供給することで栄養塩や金属などの溶出が

抑制されると結論されている｡一方で、塩水が存在する、

汽水湖や海域においては研究・報告例が非常に少なく、

酸素供給による効果については十分な知見が得られてい

ない｡特に塩水と淡水の境界を有する汽水湖においては、

曝気式の酸素供給では鉛直混合が促進され、淡水層の塩

水化や富栄養化の促進となることが予想され、均一な塩

分状況の水域とは異なる対応が求められる｡本研究では

汽水湖の網走湖を対象水域として貧酸素改善の試験を行

った。網走湖での、底層貧酸素の改善を目指し、水中型

気液溶解装置(WEP：特許第3849986号、松江土建(株)・
土木研究所)を用いて、酸素供給時に起こる化学的変化に

ついて現地で実験を行った結果をまとめる｡ 
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６．現地観測 

 

６．１ 対象水域 

 対象水域の網走湖(図-18参照)は北海道北東部に位置し、

面積32.3km2、最大水深16.1m、平均水深6.1m、貯水量約2
億3千万m3の海跡湖である｡主な流入河川は網走川と女

満別川であり、網走川が流入河川水量の約97％を占めて

いる｡平均水位はEL.0.39mであり、1971年から大きな変化

はない｡また、下流部では網走川を通じてオホーツク海に

接続し、海水が遡上して湖内では塩水と淡水の二層構造

を形成している｡また、網走湖では内水面漁業が重要な産

業となっており、ワカサギ、シラウオ、シジミなど国内

でも有数の漁獲量である｡しかし、塩水層では貧酸素化が

進行し、アオコや青潮が毎年のように見られるなど、硫

化水素やアンモニアなど有害物質の暴露によって度々、

重大な被害が生じていた。塩水域の制御のため、塩水遡

上制御を目的に下流部に可動式の塩水調整ゲートが建設

されている｡加えて、網走湖は例年12月～3月まで湖面が

全面結氷する｡なお、2016年8月17日～23日に台風7、9、
11号が連続して通過し、既往最大水位(EL.2.4 m)を更新す

る洪水が発生した｡ 
 

６.２ 洪水による水質への影響 

網走湖において、2016年8月17日～23日に台風7、9、11
号が連続して通過し、既往最大水位(EL.2.4 m)を更新する

洪水が発生した｡2016年9月5日～9月12日に洪水の影響を

確認するため湖内全域の任意18地点で鉛直投下式の水質

計(Hydrolab社，DS5)を用いて、湖内の水質分布観測を実

施した。このとき網走湖の水位はEL.0.9～1.5 mである。 
図-19に縦断測線(図-18中①-②断面)のDOと塩分の鉛

直水質分布を示す。図より標高-7 mに明瞭な境界を有し、

上層に淡水、下層に塩水となる水塊が平面的に均一に分

布しており、塩水層では無酸素状態となっていた。ここ

で、観測実施時は既往最大の洪水流入が起こった後であ

るにも係わらず、無酸素塩水が残留しており、このこと

は網走湖の底層塩水は現状流況では、流出や交換等が起

こりづらいことを示唆している。 
また、網走湖では塩淡境界位置がEL-4～-6 m(平水位で

水深 4～6 m)ほどで恒常的に塩淡二層構造が存在してお

り、上層は淡水、下層は無酸素塩水となっている。 
このため、下層の酸素改善を行うときに上昇流を伴う

手法では淡水層が塩水化する問題がある。また、貧酸素

塩水中は高濃度の硫化水素が含まれ、青潮等の原因とな

っていることからも、底層水の鉛直拡散は好ましくない。

そのため網走湖では、貧酸素改善においては塩水層のみ

の改善が要求される。矢島・増木 20)は WEP による高濃

度酸素水塊は水平方向に進行することを示しており、汽

水湖において塩水層のみの酸素改善には有利であると考

えられる。 
 

７.現地実験 

 

７.１実験方法 

呼人(ヨビト)漁港近傍で WEP を用いた酸素供給実験

を実施した。図-20 に現地実験の実験位置、採水位置お

よび AB 断面図を示す。呼人漁港沖合水深 10 m(岸壁か

ら約 200 m西)のA地点で水深 9 mより、水中ポンプで

試験水を 90 L採取し、安全確保のため漁港内で各種実験

を船上で行う工程を繰り返して試験水を確保した。  
写真-1に実験装置の全景を示す。吐出量 30 L/minの小

型WEPを作成し、90 Lの試験水を開放水槽内で循環さ

せ、酸素ガス(99.5％)を 1気圧条件で溶解させた。水槽内

のDO、濁度、ORP の変化を水質計で 1 秒間隔、約 3 時
間モニタリングした。加えて、一定時間毎にシリンジで

試験水を分取し、大気に接触しないように室内に輸送し

て化学分析を行った。なお、原水として標高-8 mの塩水、

標高-4 mの淡水を分取して、ブランクとした。 

また、化学分析において、日本工業規格(JIS)に準じた

図-18 観測位置図 

図-12 洪水後鉛直機器観測結果 
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図-19 洪水後水質分布 
（上：DO、下：塩分） 
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水質分析では硫化物イオンを定量できるが、硫化水素に

限定できないため、菅原ら 21)の手法を用いて、酢酸亜鉛

固定法により硫化水素を定量した。なお、JIS 準拠によ

り分析した水質項目は全有機炭素(TOC)、全リン(TP)、オ
ルトリン酸態リン(PO4)、全窒素(TN)、アンモニウム態窒

素(NH4)、亜硝酸態窒素(NO2)、硝酸態窒素(NO3)であり、

底質分析項目はTOC、TP、TN、硫化物である。  
さらに、WEPにより 3分間酸素を溶解した試験水の酸

素消費速度を計測し、加えてA地点でエクマンバージ採

泥機を用いて標高-10 mの底泥を採取し、WEPにより 3
時間酸素を溶解させた試験水と底泥とを接触させた場合

の酸素消費速度を計測した。このときB地点で標高-6 m
の底泥も採取して分析を行った。 

 

７.２実験結果 

WEP による試験水への酸素供給結果を図-21 に示す。

酸素供給から 10分ほどでDOは 40 mg/Lまで上昇し、50
分ほどで一旦濃度が低下した後、以降は 41 mg/Lでほぼ

一定値となった。実験時の試験水水温は 17℃であり、大

気条件下のDO飽和濃度は 9.3 mg/Lであることから、酸

素分圧がほぼ100％で吸気した場合には最大で46.5 mg/L
ほどになることを考慮すると、WEP は 50 分ほどで試験

水を飽和可能であることが確認された。 
次に濁度をみると 50分まで単調上昇し、その後一定値

となった。目視による変化(写真-2 参照)として、初期の

試験水は黒色半透明であったが、酸素供給直後から変色

しはじめ、120 分後には完全に白濁して、微粒子状物質

が確認された。対応するように ORP も 5～50 分までは

-290 mVでほぼ一定値、50分以降は上昇傾向を示し、140
分後には-10 mVとなった。この間はDOが過剰に存在し

てもORPは負値を示していた。これらの挙動は、複数回

試行しても同様であった。また酸素濃度を変化させた場

合でも変化点(図-21 中の場合は 50 分)に至るまでの時間

に差が生じるものの挙動は同様であり、WEPによる酸素

供給時の初期変化の再現性が確認された。 
表-1 に原水(淡水と塩水)、酸素供給 120 分後の試験水

の水質分析結果をまとめる。表中NDは未検出を意味す

る。まず、現状の網走湖の淡水と塩水の水質を比較する

と、TOCは同一であるが、リンや窒素の濃度は大きく異

なり、特に PO4 と NH4 は顕著であった。このことから

有機物は塩淡によらず、均一に分布しているが、栄養塩

は塩水層に高濃度に蓄積されていることがわかる。この

ときのDOは淡水層では 9 mg/L程、塩水層ではゼロであ

った(図-19参照)。次に酸素を供給した場合、PO4とNH4
が若干濃度低下を示したが、他の項目に変化は見られな

かった。特にNO2、NO3は酸素を供給しても検出されな

かった。次に現地で採取した底泥を直径 8 cmのアクリル

管に入れ底泥を乱さないように、図-21 の実験後の試験

水を注水して 3 日間 5℃暗条件で静置した後の試験水の

分析結果をみるとTOCが低下、TP、PO4は顕著に低下、

図-20 実験位置図 
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TN、NH4 は上昇する結果となった。この場合も NO2、
NO3 は検出されなかった。なお、3 日後の試験水の DO
は 1 mg/L以下となっており、白濁物質はほぼ消失してい

た。この結果から、試験水のみの場合は酸素を供給して

も有機物やリン、窒素に大きな変化は見られず、他の物

質が反応していることが確認された。一方で酸素を飽和

させた試験水を底泥と接触させた場合には水中のリンが

急激に低下する挙動が確認され、底泥表面の酸化によっ

て PO4が吸着されたと推察される。 
次に酸素供給時の硫化水素の経時変化を図-22に示す。

初期試験水中には 130 mg/Lの硫化水素を含有しており、

酸素供給開始から直線的に減少し、50分でゼロとなった。

図-21 からも酸素供給後 0～50 分の間は供給した酸素は

硫化水素の酸化に使われ、硫化水素消失後に次段階の反

応が起こっていることが推察される。 

ここで、酸素供給によって白濁して濁度が上昇するこ

とから、酸素供給後の試験水を 0.45 μmのメンブランフ

ィルターで濾過し、濾別された固体について蛍光X線分

析(XRF)および X 線回折分析(XRD)を行った。XRF は日

本電子製 JSX-3400RIIを使用し、含有元素の定性分析を

実施した。測定条件は、測定径約 10 mm、測定ライブタ

イムを 120秒とし、真空条件で 2次フィルターを使用せ

ずに測定を行った。測定試料は、ポリエチレン製の試料

容器に 6 µm 厚のポリプロピレン膜を張り、その膜上に

試料片を置き測定した。XRDは PANalytical製Empyrean
を用い、X線回折線プロファイルの測定を実施した。測

定条件は、走査ステップ 0.026°、1 ステップ走査時間を

176秒、回転試料台を 60 rpmとし、測定範囲 3°-65°(2θ)
で実施した。測定試料は粒径10 µm程度まで粉砕した後、

ガラス製試料ホルダーに充填し、測定に供した。 
XRF の結果から、白色固体は硫黄 84％、ケイ素 8％、

リン 3％、鉄 1％、その他 4％で構成されることを確認し

た。XRDの結果から、白色固体はほぼ立方晶単純格子の

硫黄で、立方晶面心格子の塩化ナトリウム、斜方晶系の

硫黄が含まれることが確認された。よって酸素供給時に

生成する白色固体は、ほぼ立方晶単純格子の硫黄であり、

不純物として塩や土砂を含有することを確認した。 
生成した固体硫黄の挙動を写真-3に示す。酸素供給条

件を変えた3本の試料を10日間静置した前後の比較であ

る。写真中の左瓶は試験原水、中瓶は原水に 3分酸素供

給して初期DOを 40 mg/Lにした酸素一時供給のもの、

右瓶は原水に 3時間以上酸素供給して酸素飽和にしたも

ので、各試料は気泡が入らないよう充填して冷暗所で静

置した。原水は 10日後も変化は観察されなかった。一時

供給は供給直後に固定硫黄が生成し、白濁していたが、

10 日後には固体硫黄が消失して外観は原水とほぼ変わ

らず、やや黒色が退色していた。酸素飽和したものは充

填直後に固体硫黄が分散して白濁していたが、10日後に

は固体が沈降し、上澄みは無色透明となっていた。この

ことから、生成した固体硫黄は貧酸素状態で硫化水素と

して再溶解すること、酸素飽和を維持することで硫黄の

沈降除去が可能であることが推察される。 
次に表-2に底質分析結果をまとめる。EL-10 mは常に

無酸素塩水に接触している状態で黒色ヘドロ状の底泥、

EL-6 m は淡水に接触している状態で茶色泥状の底泥で

ある。全ての項目でEL-10 mの底泥が高い値を示し、無

酸素条件下において有機物の分解が進行していないこと

が推察される。なお、3 時間酸素供給した試験水と 3 日

間接触させた後の底泥も分析を行ったが、表面からの厚

さによる分取をしなかったため、EL-10 mの値とほぼ同

値であった。ここで、表-1の原水(塩水)のTPを 1として

図-22 酸素供給時の硫化水素濃度変化 

表-2 底質分析結果 

TOC
(mg/g)

TP
(mg/g)

TN
(mg/g)

硫化物
(mg/g)

EL-10m 40 1.3 5.7 2.8

EL-6m 1 0.33 0.26 ND

写真-3 固体硫黄の経時挙動 

(左：実験開始時，右：静置 10日後) 

＊左瓶：原水，中瓶：酸素一時供給，右瓶：酸素飽和 
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TP 0.12 4.3 4.3 1.3

PO4 0.086 4 3.8 1.1

TN 1.3 22 22 25

NH4 0.1 21 20 23

NO2 0.06 ND ND ND

NO3 0.91 ND ND ND

表-1 水質分析結果 
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TOC：TP：TN：硫化水素の比をとると 2.3：1：5.1：30.2
である、同様に表-2のEL-10 mのTOC：TP：TN：硫化

物の比は 30.7：1：4.4：2.2 である。両者を比較すると、

リンと窒素は同様の割合であり、水-底泥間で物質構成比

が維持されている。一方で TOC と硫黄成分は、TOC は

底質側、硫黄成分は水側に存在比が偏っており、有機炭

素は固体として底泥に保持され、硫黄成分は硫化水素と

して水中に溶存してことが示唆される。WEPの現地実装

を考慮すると、固体硫黄の底泥沈降や有機炭素の酸化分

解などが想定され、これらがどのように変化し、生物相

に影響するかを明らかにすることが今後の課題となる。 

 

７．３酸素供給時の変化 

以上の実験から、無酸素塩水層に酸素供給を行ったと

きの、数分から数日の極めて初期に起こる反応は硫化水

素が酸化し、固体硫黄の析出が優先することが明らかと

なった。このとき硫化水素は 1 時間弱で完全に酸化され、

有機物や栄養塩に明瞭な変化が見られないことがわかっ

た。特に硝化の影響は確認されず、NH4の酸化は化学的

過程ではないことが示唆される。また、析出した硫黄は

貧酸素化にともない溶解する挙動が見られ、無酸素塩水

中に酸素供給したときの反応は中間体を無視し、最終的

には【1】式のように推察される。 

OHSOSH 222 222     【1】 

【1】式から硫化水素の無害化には反応を右辺に偏らせ

ることが有利であり、酸素の供給および沈殿硫黄の除去

が有効と考えられる。  
 

７．４酸素消費速度 

次に、無酸素塩水のみの場合および底泥と接触した場

合について、酸素消費速度を算出した。 

図-23 に無酸素塩水に 3 分酸素供給した水のみの DO
変化および無酸素塩水に 3時間以上酸素供給を行い酸素

濃度が一定となった試験水を直径 8 cm のアクリル管を

用いて底泥と接触させた場合のDO変化を示す。 
水のみの場合は、初期DOを 40 mg/Lとしても約 1時

間でDOがゼロとなった。この酸素消費は硫化水素の酸

化によるものと思われ、【1】 式からも酸素濃度に依存し

た可逆反応であるため、酸素消費速度は 1200秒までの傾

きを採用し、21.2×10-3 mg/L/s となる。複数回試験を行

い、試験水のみの酸素消費速度は 1.8±0.05 g/L/dayであっ

た。 
次に底泥接触させた場合の酸素消費速度は 4800 秒ま

での傾きから 8×10-4 mg/L/sとなる。ここで接触面積は 48 
cm2、導入水量は 1 L であり、底泥の酸素消費速度は

13.8±0.52  g/m2/dayであった。 

この酸素消費速度より、供給した酸素量と釣り合う面

積を概算した。1 辺が任意長さの正方形、厚さ 1m の直

方体中の日当たりの酸素消費量を算出し、図-24に示す。

WEPの加給酸素量は吐出量：60 L/min、DO：40 mg/Lと

して、3.4 kg/day であり、釣り合う正方形長は水のみで

2m、底泥で 15m である。この結果は現状の底層環境に

酸素供給しても水塊のみで 1 日あたり 2m 四方、底泥の

みでも 15m 四方の面積で消費されてしまうことを示唆

している。WEPを実装した場合にも、DO変化を検出で

きる範囲が吐出点から 1 日あたり 2m 程度づつ拡大して

いくと想定され、DO 改善の発現範囲が非常に小さいこ

とが推察される。しかし継続して酸素供給を行うことで、

水や底泥が酸化される、拡大速度は増加することも期待

される。 
 

８．試験プラントの現地施工 

 

図-20に示す呼人漁港にWEPの試験プラントを施工し

た。図中 B から 160m 沖側の河床標高-8m 地点に WEP
本体を水中係留して、吐出口標高は-7.3m とした。漁港

内天場先端に酸素精製機等の陸上施設を施工し、160m
の電源ケーブルおよび送気パイプを水中本体に接続した。 
水中本体のポンプは 60 L/minの吐出量である。写真-4

に WEP の外観および陸上施設の設置機器状況を示す。

本体は 3m×3m×2mほどの大きさで、吸入口が貧酸素水

塊に常在できる標高になるよう現地で調整して施工した。

陸上施設は酸素精製機、圧送機や制御盤を組み込み、冬

図-23 酸素消費試験結果 

図-24 消費，供給酸素量の試算 
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期の運転も考慮して凍結防止策として加熱器や気温制御

の吸排気設備を付設した。 
2017年9月1日より運転およびモニタリングを開始し

た。2017 年の運転は供給酸素濃度 95％、24 時間連続運

転とした。図-25 に運転開始 3 日後の本体設置位置の溶

存酸素の鉛直分布を示す。標高-6m 以深は塩水無酸素層

である。1 日後は施工の影響と思われる、境界面の攪乱

がみられ、標高-5m～-7mのDOはやや連続的な勾配とな

っているが、標高-7.3m に明瞭な DO の上昇が観測され

た。3日後には標高-6mに明瞭なDO躍層を有しながら、

標高-7.3m に明瞭な DO 上昇が観測された。このとき硫

化水素の濃度を分析すると図-26に示す様にWEPで酸素

供給した層を中心に底泥付近まで、硫化水素が減少して

いることが確認された。このように実水域においても、

任意の水深に酸素供給が可能であり、硫化水素の無害化

も可能であることが確認された。今後は冬期の運用、効

果の範囲や継続時間等について、引き続き観測を継続し

ていく。 
 

９．まとめ 

 
本研究で得られた成果を以下にまとめる。 

・天塩川水系において本川および支川のサロベツ川を含

めて、高潮時を除き、潮汐によらず塩水遡上は塩淡二層

構造を有する。 
・天塩川において任意地点における塩淡境界標高を淡水

流量の対数関数形式で推定可能とした。 
・パンケ沼への塩水供給条件は天塩川の塩淡境界標高が

-2.8 m以上、本川流量が 110 m3 / s以下である。 
・降雨増加によって河川流量が増加傾向にあり、塩淡境

界標高が低下して、パンケ沼が淡水化していることが示

唆される。対応策として本川の河道形状の効果を数値計

算により検討した結果、淡水の単位幅流量を減少させる

ことで、塩水遡上を促進できることが分かった。既往の

断面形状から棚状地形にすることで、淡水が棚上部を流

下し、塩水遡上が促進されることが示唆された。 

・網走湖において恒常的に無酸素塩水が滞留し、水質汚

濁の要因となっていることが明らかとなった。 
・網走湖は塩淡境界を有する水理的特徴から貧酸素改善

には手法を選定する必要がある。鉛直混合を伴わない酸

素供給手法としてWEPを用いることで、選択的な酸素改

善が可能であり、硫化水素の無害化の可能性があること

が示唆された。 
・網走湖の無酸素塩水にWEPにより、酸素供給を行った

結果、水塊中の硫化水素が酸化され、固体硫黄として析

出することがわかった。酸素供給初期には硫化水素が優

先して反応し、リンや窒素、有機炭素に変化は見られな

かった。 

・溶存酸素を飽和している限り、析出した硫黄は沈降除

去可能であることがわかった。一方で、析出後に貧酸素

化した場合は再度、硫化水素として溶解することが確認

された。 
・溶存酸素を飽和させた水塊を底泥に接触させると、水

塊中のオルトリン酸態リン濃度が低下するが、アンモニ

ウム態窒素に大きな変化は見られなかった。実水域での

酸素供給時の変化を考えると、水塊中の硫化水素の酸化、

底泥表面の酸化、リン酸の吸着により水質が改善される

と期待される。 
・現地に試験プラントを建設した。 
・実水域でも酸素供給および硫化水素の無害化がかのう

であることが確認された。 

写真-4 試験プラント設置状況 
(左：WEP本体，右：陸上施設) 

図-25 プラント運用時の実水域の水質変化 
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